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(57)【要約】
　車両による環境的インパクトを識別し、環境的インパ
クトを追跡するためのシステムおよび方法が開示されて
いる。この方法は、車両によって、乗客のモバイル・デ
バイスから輸送の要求を受信することを含む。さらにこ
の方法は、車両によって、周囲の環境の環境データおよ
び車両属性を取得することを含む。取得されたデータは
、その後、処理のためにサーバへ送信される。サーバは
、送信されたデータに基づいて、輸送のための要求に対
応する旅行の旅行属性を決定する。サーバは、さらに、
環境データ、車両属性、および旅行属性に基づいてその
旅行の環境的インパクトを決定し、その環境的インパク
トに対応する資産に資産識別子を割り当てる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両によって生じた環境的インパクトを識別し、前記環境的インパクトを追跡するため
の方法であって、
　前記車両の受信機によって、乗客のモバイル・デバイスから、輸送の要求を受信するこ
とと、
　前記車両のセンサによって、現在の環境状態の環境データを取得することと、
　前記車両のプロセッサによって、前記車両の車両属性を取得することと、
　前記車両の送信機によって、ネットワーク経由でサーバへ、前記輸送の要求の情報、前
記環境データ、および前記車両属性を送信することと、
　前記サーバによって、前記輸送の要求に対応する旅行の旅行属性を決定することと、
　前記サーバによって、前記環境データ、前記車両属性、および前記旅行属性に基づいて
前記旅行の環境的インパクトを決定することと、
　前記サーバによって、前記環境的インパクトに対応する資産に資産識別子を割り当てる
ことと、
　を包含する方法。
【請求項２】
　さらに、
　前記サーバによって、前記環境的インパクトに対応する乗客識別子を割り当てることと
、
　前記サーバによって、修繕実施者の通信デバイスへ、前記決定済みの環境的インパクト
のための訂正行動の要求を送信することと、
　前記サーバによって、前記修繕実施者の前記通信デバイスから、前記訂正行動を実施す
る旨の受け入れを受信することと、
　前記サーバによって、前記訂正行動のための識別子を生成することと、
　前記訂正行動のための前記識別子、前記資産識別子、および前記乗客識別子の間におけ
る関係を作成することと、
　前記サーバによって、前記修繕実施者の前記通信デバイスから、前記訂正行動の完了の
通知を受信することと、
　を包含する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　さらに、
　前記修繕実施者の前記通信デバイスから、前記完了の通知を受信することに応答して、
完了の判断材料の収集のために、証拠収集デバイスを展開するための信号を送信すること
、
　を包含する、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記証拠収集デバイスは、カメラを含んでいる無人飛翔デバイスである、請求項３に記
載の方法。
【請求項５】
　前記証拠収集デバイスは、カメラを含んでいる無人地上車両である、請求項３に記載の
方法。
【請求項６】
　前記環境データは、大気質、天候状態、建造物外面の色の状態、または道路状態のうち
の少なくとも１つを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記車両属性は、重量、エンジン・サイズ、エンジン・タイプ、または燃料タイプのう
ちの少なくとも１つを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記旅行属性は、経路タイプ、平均移動速度、移動距離、または移動の存続期間のうち
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の少なくとも１つを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　前記旅行属性は、さらに、前記旅行のための移動経路上のランドマークの識別を含む、
請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記修繕実施者の前記通信デバイスから前記訂正行動の完了の前記通知が受信されると
き、前記環境的インパクトに対応する前記資産を前記修繕実施者へ移譲し、前記環境的イ
ンパクトに対応する前記資産の前記修繕実施者への前記移譲を、前記資産識別子、前記訂
正行動のための前記識別子、および前記乗客識別子に関して追跡する、
　請求項２に記載の方法。
【請求項１１】
　さらに、
　前記サーバによって、前記乗客の前記モバイル・デバイスへ、前記乗客識別子に対応す
る実施された前記訂正行動の完了の通知を送信すること、
　を包含する、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記車両の前記センサが、レーダ／ライダ、カメラ、ＧＰＳセンサ、速度センサ、およ
び大気質モニタのうちの少なくとも１つを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　さらに、
　前記車両の前記プロセッサによって、前記乗客の移動経路を決定することと、
　前記車両の前記プロセッサによって、前記移動経路上の１つまたは複数のランドマーク
の存在を決定することと、
　前記車両のディスプレイ上に、前記移動経路上の前記１つまたは複数のランドマークの
それぞれについての前記環境的インパクトを表示することと、
　を包含する、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　さらに、
　前記乗客の前記モバイル・デバイスの前記プロセッサによって、前記乗客の移動経路を
決定することと、
　前記モバイル・デバイスの前記プロセッサによって、前記移動経路上の１つまたは複数
のランドマークの存在を決定することと、
　前記モバイル・デバイスのディスプレイ上に、前記移動経路上の前記１つまたは複数の
ランドマークのそれぞれについての前記環境的インパクトを表示することと、
　を包含する、請求項１に記載の方法。
【請求項１５】
　さらに、
　前記サーバから、環境的インパクト・レートを取得することと、
　前記サーバによって、前記環境的インパクト・レートを、前記環境データ、前記車両属
性、および前記旅行属性に基づいて、前記乗客による前記旅行に対応する合目的的な環境
的インパクト・レートを生成するために修正することと、
　を包含し、それにおいて、前記旅行の前記環境的インパクトが、前記環境的インパクト
・レートに基づいて決定される、請求項１に記載の方法。
【請求項１６】
　前記環境的インパクトに対応する前記資産の前記移譲の前記追跡が、ブロックチェーン
を使用して実施される、請求項１０に記載の方法。
【請求項１７】
　前記車両が車両フリートのメンバである、請求項１に記載の方法。
【請求項１８】
　さらに、
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　前記旅行の日にスケジュールされている特別なイベントの存在を決定すること、
　を包含し、それにおいて、前記特別なイベントの前記存在が前記旅行の前記日にスケジ
ュールされていると決定されるとき、前記旅行の前記環境的インパクトがより高く調整さ
れる、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　コンピュータ・プログラムをストアしている非一過性のコンピュータ可読ストレージ媒
体であって、前記コンピュータ・プログラムは、プロセッサによる実行時に、自律車両（
ＡＶ）のための地図データを更新するためのプロセスをコンピュータ装置に実施させ、前
記プロセスが、
　第１のＡＶのＡＶセンサのうちの１つまたは複数を使用してセンサ・データを収集する
ことと、
　収集した前記センサ・データを比較することと、
　前記センサ・データと前記地図データの間の差があらかじめ決定済みのスレッショルド
を超えるとき、前記センサ・データ内にポテンシャル変化データが存在すると決定するこ
とと、
　前記ポテンシャル変化データを含むプルーフ・オブ・ワーク（ＰｏＷ）ブロックを生成
することと、
　前記ＰｏＷブロックの検証のための検証ブロックのセットを生成することと、
　第２のＡＶのＡＶセンサのうちの１つまたは複数を使用して第１の検証センサ・データ
を収集することと、
　前記ポテンシャル変化データと前記第１の検証センサ・データを比較することと、
　前記第１の検証センサ・データが前記ポテンシャル変化データに対応するとき、
　前記ポテンシャル変化データの第１の検証は成功であると決定し、
　前記第１の検証センサ・データに基づいて、第１の検証済み地図ブロックを生成し、か
つ
　前記第１の検証済み地図ブロックを第１の検証済み地図ブロックチェーンに追加するこ
とと、
　を包含する、非一過性のコンピュータ可読ストレージ媒体。
【請求項２０】
　自律車両（ＡＶ）のための地図データを更新するためのコンピュータ装置であって、
　インストラクションをストアしているメモリと、
　前記インストラクションを実行するプロセッサと、
　を包含し、それにおいて、前記インストラクションは、前記プロセッサによって実行さ
れたときに前記プロセッサに動作を実施させ、前記動作が、
　第１のＡＶのＡＶセンサのうちの１つまたは複数を使用してセンサ・データを収集する
ことと、
　収集した前記センサ・データを、地図データと比較することと、
　前記センサ・データと前記地図データの間の差があらかじめ決定済みのスレッショルド
を超えるとき、前記センサ・データ内にポテンシャル変化データが存在すると決定するこ
とと、
　前記ポテンシャル変化データを含むプルーフ・オブ・ワーク（ＰｏＷ）ブロックを生成
することと、
　前記ＰｏＷブロックの検証のための検証ブロックのセットを生成することと、
　第２のＡＶのＡＶセンサのうちの１つまたは複数を使用して第１の検証センサ・データ
を収集することと、
　前記ポテンシャル変化データと前記第１の検証センサ・データを比較することと、
　前記第１の検証センサ・データが前記ポテンシャル変化データに対応するとき、
　前記ポテンシャル変化データの第１の検証は成功であると決定し、
　前記第１の検証センサ・データに基づいて、第１の検証済み地図ブロックを生成し、か
つ
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　前記第１の検証済み地図ブロックを第１の検証済み地図ブロックチェーンに追加するこ
とと、
　を包含するコンピュータ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この開示は、観光事業の環境的インパクトの決定、および決定済みの環境的インパクト
に対する訂正を安全に促進することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　観光事業は、世界経済において、重要かつ急成長するセクタである。しばしば、具体的
な自然美のエリア、文化的に重要な場所、または歴史的建築周りに焦点が当てられる。し
かしながら、多数の訪問者が、関心エリアの環境およびインフラストラクチャに過大な負
担を掛ける可能性がある。これは、たとえば、過度の交通または人々、増加する汚染、建
造物に対するダメージ、または自然資源の減損を通じて起こる可能性がある。また、車両
が大気質に影響を及ぼし、建造物およびインフラストラクチャにダメージおよび変色を生
じさせることも知られている。さらには、車両が運転される方法が、環境に影響を及ぼす
可能性がある。
【０００３】
　インドにおける車両の排出ガスに起因する象徴的なモニュメントに対するダメージは、
周知の問題であり、ベネチアは、毎年受け入れている３０００万人の訪問者の結果として
有意の構造上および環境的ダメージを被っている。いくつかの国々または地方自治体は、
訪問者から金銭を徴収するために旅行者税を導入しており、その後それを、ダメージの修
繕、または既存のインフラストラクチャおよび資源に対する観光事業の影響を軽減するイ
ンフラストラクチャの調査のいずれかに使用することが可能である。また金銭は、観光産
業ベースの生産物またはサービスを提供するビジネスを通じても徴収することが可能であ
る。これらのビジネスは、観光事業課税を価格に含めることが可能であり、その後それを
、賃料または税等の手段を通じてそれらのビジネスから回収することが可能である。しか
しながら、その種の税の高いコストおよび観光エリアにおける高価な生産物およびサービ
スが、全世界的に見た場所の平均で約８ドル、１つの極端な例では、日当たり２００ドル
に上る料金を訪問者に課し、訪問者に自分たちの経験への不満を抱かせている可能性があ
る。その種の料金は、旅行者に、地方自治体およびビジネスによる『ぼったくり』の印象
を残しかねない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　この開示は、乗客または旅行者によって意図される旅行に基づいて生じ得る環境的ダメ
ージの量を決定するためのシステムおよび方法に関する。この開示は、さらに、乗客また
は旅行者によって、意図された旅行に基づいて生じると予期される決定済みの環境的ダメ
ージのために適用される合目的的な料金を生成し、かつ追跡するためのシステムおよび方
法に関する。
【０００５】
　この開示の側面は、車両、ドローン、またはこれらの類といった機動性資産を利用し、
修繕が完了したか否かを確認し、当該修繕の結果としてもたらされる環境またはインフラ
ストラクチャにおける改善を識別するためのシステムおよび方法を提供する。
【０００６】
　この開示の側面は、旅行者に対して、その者たちに課せられた料金が、自分たちの訪問
の結果としてもたらされたダメージの修繕に、実際に寄与しているという安心感を提供す
るためのシステムおよび方法を提供する。
【０００７】
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　この開示の側面は、財産の所有者が、所有する財産が観光事業によってダメージを受け
た場合に、修繕基金にアクセスすることを可能にするシステムおよび方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この開示の側面は、場所の周囲を動き回る車両が、それらに備わるオンボード・センサ
を使用して、環境、それらの車両自体、およびほかの車両についてのデータを集める動作
と、それらのデータを使用して環境に対する車両使用の影響を理解し、かつ具体的な車両
および旅行のインパクトの決定を可能にする動作と、車両で移動する旅行者へ、したがっ
て、その者たちの移動が有する環境へのインパクトの分だけの請求を行う動作であって、
たとえばそれが以前の修繕のコストに基づいて行われ得る動作と、料金が支払われたとき
、追跡することができるブロックチェーン資産が作成され、環境修繕におけるその金銭の
最終用途のチェックおよびその旅行者までの逆追跡を可能にする動作と、を含む方法を含
む。
【０００９】
　さらに、この開示の非限定的な側面は、場所内の具体的な個人の移動の環境的インパク
トを評価する能力と、個人の、その者が移動した環境に対する実際の環境的インパクトが
占める公正かつ正確な料金を計算する能力と、旅行者の料金を追跡し、かつその料金が、
それが当初課せられたダメージの修繕に使用されたことを検証する能力と、車両内の既存
のセンサを利用して大気、建築、およびそのほかの影響を評価することによって、具体的
な場所に対する全般的な車両使用の環境的インパクトを正確に決定する能力と、を提供す
る。
【００１０】
　それに加えて、この開示の非限定的な側面は、オプションとして、要求に応じ、かつそ
れがあったときに修繕が開始できるように、環境的ダメージと修繕ベンダーとを自動的に
マッチングする方法を含むことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】この開示の側面に従った、例示的なコンピュータ・システムを示したブロック図
である。
【図２】この開示の側面に従った、輸送による環境的インパクトを決定するための例示的
なシステムを示したブロック図である。
【図３】この開示の側面に従った、輸送による環境的インパクトを決定するための例示的
なネットワーク環境を示したブロック図である。
【図４】この開示の側面に従った、環境的インパクトに取り組むための、旅行の環境的イ
ンパクトおよび資産の安全な移譲を決定するための例示的なネットワーク環境を示したブ
ロック図である。
【図５Ａ】この開示の側面に従った、車両による旅行の環境的インパクトを決定するため
、およびその環境的インパクトを訂正するための資産を追跡するための方法を示したフロ
ーチャートである。
【図５Ｂ】この開示の側面に従った、車両による旅行の環境的インパクトを決定するため
、およびその環境的インパクトを訂正するための資産を追跡するための方法を示したフロ
ーチャートである。
【図６】この開示の側面に従った、車両による旅行の環境的インパクトに基づいた経路を
選択するための方法を示したフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以上を鑑み、この開示は、それの多様な側面、実施態様および／または具体的な特徴ま
たは下位構成要素のうちの１つまたは複数を通じて、下に具体的に記すとおりの利点のう
ちの１つまたは複数をもたらすことが、したがって意図される。
【００１３】
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　この開示の実施態様および／または具体的な特徴または下位構成要素は、それの多様な
側面のうちの１つまたは複数を通じて、具体的に上で述べ、かつ以下に記すとおりの利点
のうちの１つまたは複数をもたらすことが意図される。
【００１４】
　またこれらの例は、例を用いてここに記述し、かつ図解しているとおりのこのテクノロ
ジの１つまたは複数の側面のためにインストラクションがストアされた１つまたは複数の
非一過性のコンピュータ可読媒体としても具体化され得る。いくつかの例におけるインス
トラクションは、１つまたは複数のプロセッサによって実行されたときに、そのプロセッ
サに、ここに記述し、かつ図解しているこのテクノロジの例の方法を実装するのに必要な
ステップを実行させる実行可能コードを含む。
【００１５】
　この開示の分野において伝統的であるとおり、例に挙げる実施態様は、機能ブロック、
ユニット、および／またはモジュールの観点から見て記述され、かつ図面の中で図解され
る。この分野における当業者は認識することになろうが、これらのブロック、ユニット、
および／またはモジュールは、ロジック回路、個別部品、マイクロプロセッサ、ハードワ
イヤード回路、メモリ要素、有線接続、およびこれらの類といった電子（または、光学）
回路によって物理的に実装され、それらは、半導体ベースの二次加工テクニックまたはそ
のほかの製造テクノロジを使用して形成され得る。マイクロプロセッサまたはその類によ
って実装されるブロック、ユニット、および／またはモジュールの場合においては、それ
らを、ここで論じている多様な機能を実施するべくソフトウエア（たとえば、マイクロコ
ード）を使用してプログラムすることができ、かつオプションとしてファームウエアおよ
び／またはソフトウエアによって駆動することができる。それに代えて、各ブロック、ユ
ニット、および／またはモジュールを、専用ハードウエアによって、またはいくつかの機
能を実施する専用ハードウエアと、ほかの機能を実施するプロセッサ（たとえば、１つま
たは複数のプログラム済みマイクロプロセッサおよび関連回路）との組み合わせとして実
装することができる。また、例に挙げる実施態様の各ブロック、ユニット、および／また
はモジュールを、本発明概念の範囲からの逸脱を伴うことなく、２つまたはそれより多く
の相互作用する離散的なブロック、ユニット、および／またはモジュールに物理的に分割
することもできる。さらに、例に挙げる実施態様のブロック、ユニット、および／または
モジュールは、この開示の範囲からの逸脱を伴うことなく、より複雑なブロック、ユニッ
ト、および／またはモジュールに物理的に組み合わせることができる。
【００１６】
　ここに記述されている方法は説明的な例であり、それ故、いずれかの実施態様のいずれ
かの特定のプロセスが、提示されている順序において実施されることを必要とするか、ま
たはそれを暗示するという意図はない。単語『それの後』、『その後』、『次に』等には
、プロセスの順序を限定する意図はなく、それに代えてこれらの単語は、方法の説明を通
して読者を案内するべく使用されている。さらに、数量的な指定のない請求項の要素のあ
らゆる参照、たとえば『ある・・・』または『その・・・』の使用は、その要素が単数で
あることを限定するとして解釈されないものとする。
【００１７】
　図１は、ここに記述されている実施態様に従って使用するための例示的なコンピュータ
・システムである。システム１００は、一般的に示したものであり、全体を１０２で示し
たコンピュータ・システムを含むことができる。
【００１８】
　コンピュータ・システム１０２は、ここに開示している方法またはコンピュータ・ベー
スの機能のうちのいずれか１つまたは複数を、コンピュータ・システム１０２に単独で、
または記述されているほかのデバイスとの組み合わせで実施させるべく実行することが可
能なインストラクションのセットを含むことができる。コンピュータ・システム１０２は
、スタンドアロン・デバイスとして動作することができるか、またはほかのシステムもし
くは周辺デバイスに接続されることがある。たとえば、コンピュータ・システム１０２は
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、任意の１つまたは複数のコンピュータ、サーバ、システム、通信ネットワーク、または
クラウド環境を含むか、あるいはそれらの中に含まれることがある。さらに、インストラ
クションが、その種のクラウド・ベースのコンピューティング環境内において機能するこ
とができる。
【００１９】
　ネットワークされた展開においては、コンピュータ・システム１０２が、サーバのキャ
パシティ内において、またはサーバ・クライアント・ユーザ・ネットワーク環境内のクラ
イアント・ユーザ・コンピュータとして、クラウド・コンピューティング環境内のクライ
アント・ユーザ・コンピュータとして、またはピア・トゥ・ピア（または分散型）ネット
ワーク環境内のピア・コンピュータ・システムとして動作することができる。コンピュー
タ・システム１０２またはそれの部分は、パーソナル・コンピュータ、タブレット・コン
ピュータ、セットトップ・ボックス、パーソナル・デジタル・アシスタント、モバイル・
デバイス、パームトップ・コンピュータ、ラップトップ・コンピュータ、デスクトップ・
コンピュータ、通信デバイス、無線スマートフォン、パーソナル・トラステッド・デバイ
ス、ウェアラブル・デバイス、グローバル・ポジショニング・サテライト（ＧＰＳ）デバ
イス、ウェブ機器、または任意のそのほかの、そのマシンによってとられることになるア
クションを指定するインストラクションのセットを（シーケンシャルに、またはそのほか
の形で）実行する能力のあるマシンといった、多様なデバイスとして実装するか、または
その中に組み込むことができる。さらに、ここでは単一のコンピュータ・システム１０２
が図解されているが、追加の実施態様は、個別に、または連帯的にインストラクションを
実行するか、または機能を実施するシステムまたはサブシステムの任意の集合を含むこと
ができる。この用語『システム』は、この開示全体を通じて、個別に、または連帯的に、
インストラクションのセットまたは複数セットを実行して１つまたは複数のコンピュータ
機能を実施するシステムまたはサブシステムの任意の集合を含むと解釈されるものとする
。
【００２０】
　図１に図解されているとおり、コンピュータ・システム１０２は、少なくとも１つのプ
ロセッサ１０４を含むことができる。プロセッサ１０４は、有体物であり、かつ非一過性
である。ここで使用するときの『非一過性』という用語は、状態の永久的な特質としてで
はなく、むしろある時間期間にわたって存続する状態の特質として解釈されるものとする
。用語『非一過性』は、特に、特定の搬送波もしくは信号またはそのほかの、任意の場所
において随時、一過的にのみ存在する形式の特質等の束の間の特質を否定する。プロセッ
サ１０４は、製品および／またはマシンの構成要素である。プロセッサ１０４は、この中
の多様な実施態様に記述されているとおりの機能を実施するために、ソフトウエア・イン
ストラクションを実行するべく構成される。プロセッサ１０４は、汎用プロセッサとする
ことができるか、または特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）の部分とすることができる。
また、プロセッサ１０４は、マイクロプロセッサ、マイクロコンピュータ、プロセッサ・
チップ、コントローラ、マイクロコントローラ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、状
態マシン、またはプログラマブル・ロジック・デバイスとすることもできる。プロセッサ
１０４はまた、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）等のプログラ
マブル・ゲート・アレイ（ＰＧＡ）を含むロジック回路、または離散的なゲートおよび／
またはトランジスタ・ロジックを含む別のタイプの回路とすることもできる。プロセッサ
１０４は、中央処理ユニット（ＣＰＵ）、グラフィック処理ユニット（ＧＰＵ）、または
それらの両方とすることができる。それに加えて、ここに記述されている任意のプロセッ
サは、マルチ・プロセッサ、並列プロセッサ、またはその両方を含むことができる。マル
チ・プロセッサは、単一のデバイスまたは複数のデバイス内に含めること、または結合す
ることができる。
【００２１】
　また、コンピュータ・システム１０２は、コンピュータ・メモリ１０６も含むことがで
きる。コンピュータ・メモリ１０６は、静的メモリ、動的メモリ、または通信関係にある
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それら両方を含むことができる。ここに記述されているメモリは、データおよび実行可能
インストラクションをストアすることが可能な有体物のストレージ媒体であり、かつそれ
らの中にインストラクションがストアされている時間にわたって非一過性である。この場
合においても、ここで使用するときの『非一過性』という用語は、状態の永久的な特質と
してではなく、むしろある時間期間にわたって存続する状態の特質として解釈されるもの
とする。用語『非一過性』は、特に、特定の搬送波もしくは信号またはそのほかの、任意
の場所において随時、一過的にのみ存在する形式の特質等の束の間の特質を否定する。メ
モリは、製品および／またはマシンの構成要素である。ここに記述されているメモリは、
コンピュータ可読媒体であり、そこからデータおよび実行可能インストラクションをコン
ピュータが読み出すことが可能である。ここに記述されているメモリは、ランダム・アク
セス・メモリ（ＲＡＭ）、読出し専用メモリ（ＲＯＭ）、フラッシュ・メモリ、電気的プ
ログラマブル読出し専用メモリ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能プログラマブル読出し専
用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）、レジスタ、ハードディスク、キャッシュ、リムーバブル・デ
ィスク、テープ、コンパクト・ディスク読出し専用メモリ（ＣＤ－ＲＯＭ）、デジタル・
バーサタイル・ディスク（ＤＶＤ）、フロッピーディスク、ブルーレイ・ディスク、また
はこのほかの任意の形式のこの分野で周知のストレージ媒体とすることができる。メモリ
は、揮発性または不揮発性、セキュアおよび／または暗号化、非セキュアおよび／または
非暗号化とすることができる。当然のことながら、コンピュータ・メモリ１０６は、メモ
リの任意の組み合わせまたは単一ストレージを包含することができる。
【００２２】
　コンピュータ・システム１０２は、さらに、ビデオ・ディスプレイ１０８、液晶ディス
プレイ（ＬＣＤ）、有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）、フラット・パネル・ディスプレイ
、ソリッド・ステート・ディスプレイ、陰極線管（ＣＲＴ）、プラズマ・ディスプレイ等
、またはこのほかの任意の周知のディスプレイを含むことができる。
【００２３】
　また、コンピュータ・システム１０２は、キーボード、タッチ感応入力スクリーンもし
くはパッド、音声入力、マウス、無線キーパッド付きのリモート・コントロール・デバイ
ス、音声認識エンジンに結合されたマイクロフォン、ビデオ・カメラもしくはスチール・
カメラ等のカメラ、カーソル・コントロール・デバイス、グローバル・ポジショニング・
システム（ＧＰＳ）デバイス、高度計、ジャイロスコープ、加速度計、近接センサ、また
はこれらの任意の組み合わせといった少なくとも１つの入力デバイス１１０も含むことが
できる。この分野における当業者は、コンピュータ・システム１０２の多様な実施態様が
、複数の入力デバイス１１０を含み得ることを認識するものとする。それに加えて、この
分野における当業者は、さらに、上にリストされている例示的な入力デバイス１１０が網
羅的である旨は意味されていないこと、およびコンピュータ・システム１０２が、任意の
追加の、または代替入力デバイス１１０を含み得ることを認識するものとする。
【００２４】
　コンピュータ・システム１０２は、また、インストラクションの任意の１つまたは複数
のセット、たとえばソフトウエアを、ここに記述されているメモリのいずれかから読み出
すべく構成された媒体リーダ１１２も含むことができる。インストラクションは、プロセ
ッサによって実行されるとき、ここに記述されている方法およびプロセスのうちの１つま
たは複数を実施するために使用することが可能である。特定の実施態様においては、イン
ストラクションが、コンピュータ・システム１０２による実行の間にわたって完全に、ま
たは少なくとも部分的にメモリ１０６、媒体リーダ１１２、および／またはプロセッサ１
１０内に常駐することができる。
【００２５】
　さらにまた、コンピュータ・システム１０２は、限定ではないが、ネットワーク・イン
ターフェース１１４、出力デバイス１１６等の、コンピュータ・システムに、またはそれ
の中に含められるとして一般に知られており、かつ理解されている任意の追加のデバイス
、構成要素、部品、周辺装置、ハードウエア、ソフトウエア、またはこれらの任意の組み



(10) JP 2021-530034 A 2021.11.4

10

20

30

40

50

合わせを含むことができる。出力デバイス１１６は、限定ではないが、スピーカ、オーデ
ィオ出力、ビデオ出力、リモート・コントロール出力、プリンタ、またはこれらの任意の
組み合わせとすることができる。
【００２６】
　コンピュータ・システム１０２の構成要素のそれぞれは、バス１１８またはそのほかの
通信リンクを介して相互接続されて通信することができる。図１に示されているとおり、
これらの構成要素は、それぞれ、内部バスを介して相互接続されて通信することができる
。しかしながら、この分野における当業者は、これらの構成要素のいずれも拡張バスを介
して接続され得ることを認識するものとする。それに加えて、バス１１８は、限定ではな
いが、ＰＣＩ（周辺装置相互接続）、ＰＣＩ（周辺装置相互接続）エクスプレス、パラレ
ルＡＴＡ（アドバンスド・テクノロジー・アタッチメント）、シリアルＡＴＡ（アドバン
スド・テクノロジー・アタッチメント）等の一般に知られており、かつ理解されている任
意の標準またはそのほかの仕様を介した通信をイネーブルすることができる。
【００２７】
　コンピュータ・システム１０２は、ネットワーク１２２を介して１つまたは複数の追加
のコンピュータ・デバイス１２０と通信することができる。ネットワーク１２２は、限定
ではないが、ローカル・エリア・ネットワーク、ワイド・エリア・ネットワーク、インタ
ーネット、電話ネットワーク、短距離ネットワーク、またはそのほかの任意の、この分野
において一般に知られており、かつ理解されているネットワークとすることができる。短
距離ネットワークは、たとえば、ブルートゥース、ジグビー、赤外線、ＮＦＣ（近距離無
線通信）、超広帯域無線、またはこれらの任意の組み合わせを含むことができる。この分
野における当業者は、周知であり、かつ理解されている追加のネットワーク１２２が、追
加として、または代わりとして使用され得ること、および例示的なネットワーク１２２が
限定でないこと、または網羅的でないことを認識するものとする。また、図１においては
、ネットワーク１２２が無線ネットワークとして示されているが、この分野における当業
者は、ネットワーク１２２を有線ネットワークにもし得ることを認識するものとする。
【００２８】
　図１においては、追加のコンピュータ・デバイス１２０がパーソナル・コンピュータと
して示されている。しかしながら、この分野における当業者は、この開示の代替実施態様
において、コンピュータ・デバイス１２０を、ラップトップ・コンピュータ、タブレット
ＰＣ、パーソナル・デジタル・アシスタント、モバイル・デバイス、パームトップ・コン
ピュータ、デスクトップ・コンピュータ、通信デバイス、無線電話、パーソナル・トラス
テッド・デバイス、ウェブ機器、サーバ、または任意のそのほかの、そのデバイスによっ
てとられることになるアクションを指定するインストラクションのセットを、シーケンシ
ャルに、またはそのほかの形で実行する能力のあるデバイスとし得ることを認識するもの
とする。当然のことながら、この分野における当業者は、上にリストされているデバイス
が、単なる例示的なデバイスに過ぎず、デバイス１２０を、この開示の範囲からの逸脱を
伴うことなく、この分野において一般に知られており、かつ理解されている任意の追加の
デバイスまたは装置とし得ることを認識するものとする。たとえば、コンピュータ・デバ
イス１２０は、コンピュータ・システム１０２と同一または類似とすることができる。さ
らにまた、この分野における当業者は、このデバイスを、デバイスおよび装置の任意の組
み合わせとし得ることを同様に理解するものとする。
【００２９】
　当然のことながら、この分野における当業者は、上にリストされているコンピュータ・
システム１０２の構成要素が、単に例示的である旨を意味していること、および網羅的で
あるか、かつ／または包括的であるとの意図ではないことを認識するものとする。さらに
また、上にリストされている構成要素の例もまた例示的である旨を意味しており、同様に
、網羅的および／または包括的であるとの意味ではない。
【００３０】
　この開示の多様な実施態様に従って、ここに記述されている方法を、ソフトウエア・プ
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ログラムを実行するハードウエア・コンピュータ・システムを使用して実装することがで
きる。さらに、例示的かつ非限定的な実施態様においては、分散処理、要素／オブジェク
ト分散処理、および並列処理を実装に含めることが可能である。仮想コンピュータ・シス
テム処理を、ここに記述されているとおりの方法または機能のうちの１つまたは複数を実
装するべく構築することが可能であり、この中に述べられているプロセッサを使用して仮
想処理環境をサポートすることができる。
【００３１】
　図２は、この開示の側面に従った、輸送による環境的インパクトを決定するための例示
的なシステムを示している。
【００３２】
　システム２００は、乗客２１０、車両２２０、環境的インパクト決定システム２３０、
財務相殺相関アルゴリズム２４０、コスト・データベース２５０、環境課税管理ブロック
チェーン２６０、訂正行動追跡システム２７０、および修繕実施者２８０を含む。システ
ム２００は、オプションとして、訂正行動マッチング・システム２９０を含むことができ
る。図解されていないが、乗客デバイス２１０、車両２２０、環境的インパクト決定シス
テム２３０、財務相殺相関アルゴリズム２４０、コスト・データベース２５０、環境課税
管理ブロックチェーン２６０、訂正行動追跡システム２７０、修繕実施者２８０、および
オプションとして、訂正行動マッチング・システム２９０のうちの１つまたは複数は、１
つまたは複数の通信ネットワークを介して接続することができる。一例においては、環境
的インパクト決定システム２３０、財務相殺相関アルゴリズム２４０、コスト・データベ
ース２５０、環境課税管理ブロックチェーン２６０、訂正行動追跡システム２７０、修繕
実施者２８０、および訂正行動マッチング・システム２９０のうちの１つまたは複数が、
少なくとも１つのプロセッサ、メモリ、およびトランシーバを有する１つまたは複数のネ
ットワーク・サーバ内に常駐することができる。１つまたは複数のネットワーク・サーバ
は、デジタル・テレコミュニケーション・ネットワーク、クラウド・ネットワーク、また
は多様なコンピュータ・ネットワークの組み合わせの上に常駐することができる。
【００３３】
　乗客２１０は、ある場所への、その者たちの訪問の存続期間にわたって車両による輸送
を利用する旅行者または訪問者とすることができる。この開示の側面によれば、乗客２１
０は、乗客２１０のモバイル・デバイス（たとえば、スマートフォン、スマートウォッチ
、またはそのほかのスマート・ウェアラブル・デバイス）にインストールすることができ
るモバイル・アプリケーションを使用して車両による輸送を要求するか、または促進する
ことができる。図２に図解されているとおり、乗客２１０は、自分のモバイル・デバイス
を使用して乗客２１０の場所とともに輸送要求をブロードキャストすることができる。そ
のほかの形として、乗客２１０は、従来的な方法を介して車両の呼び止めを選ぶことがで
きる。
【００３４】
　一例においては、車両による輸送が、限定ではないが、自家用車（所有またはレンタカ
ー）、借り上げ車両（たとえば、タクシー、モペット、ミニバス、またはこれらに類似す
る原動機付き車両）、および公共輸送機関を含むことができる。さらに、車両による輸送
は、部分的または完全な自律能力（たとえば、自動駐車、自動運転）を伴う車両を含むこ
とができる。乗客２１０または対応する乗客デバイスには、識別子（たとえば、乗客ＩＤ
）を割り当てることができ、それを使用して、その乗客を一意的に識別し、かつその者と
通信することが可能である。
【００３５】
　車両２２０は、環境的インパクト相関プラットフォームに関わる、１人または複数の乗
客によって使用されて、ある場所を動き回ることができる車両の１つまたはグループ／フ
リートを指すことができる。適切なセンサ、またはセンサ・スイートおよび通信能力を伴
ういずれの車両も、環境的インパクト相関プラットフォームに参加することができる。た
とえば、センサ・スイートは、限定ではないが、ＧＰＳセンサ、カメラ・センサ、および
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速度センサを含むことができる。図２に図解されているとおり、車両２２０によって収集
されたセンサ・データは、環境的インパクト決定システムへ送信され得る。しかしながら
、車両２２０がそれに追加して車両属性情報（たとえば、重量、製造、モデル、エンジン
・タイプ、燃料タイプ、およびそのほかの、車両２２０の車両仕様）および／または旅行
属性情報（たとえば、移動する距離、制限速度および／または交通情報に基づいて予期さ
れる移動の平均速度、最終的な場所、経路タイプ（高速道路、一般道）、乗客の数、およ
びこれらの類）を送信することができるように、この開示の側面がそれに限定されること
はない。
【００３６】
　乗客用途のためには利用可能でないとし得るが、適切なセンシングおよび通信システム
を有する車両は、多様な情報の監視に使用することができるシステムへのセンサ・データ
に寄与することができる。たとえば、乗客用途のための利用が可能でない車両は、限定で
はないが、自家用車両、自動二輪車、無人ロボット・デバイス、無人飛翔デバイス（たと
えば、ドローン）、およびそのほかの無人の原動機付きデバイスを含むことができる。し
かしながら、多様なインフラストラクチャに設置された有線（ＣＣ）ビデオ・カメラ、多
様な道路に設置された速度監視カメラ等の据え置き型センサによって収集されるセンシン
グ情報が追加として利用され得るように、この開示の側面がそれらに限定されることはな
い。さらに、監視される多様な情報は、限定ではないが、進行中の環境状態、交通情報、
道路混雑情報、およびそのほかの関係のある情報を含むことができる。
【００３７】
　環境的インパクト決定システム２３０は、特定の地理的領域内における旅行者の車両に
よる移動の環境的影響を評価するために使用されるシステムであり得る。環境的インパク
ト決定システム２３０は、車両の速度、重量、距離、およびそのほかの属性と、大気質に
対するダメージおよび／または近隣のインフラストラクチャに対する（たとえば、移動の
間に生じた振動を介した）ダメージとの間における相関を計算することができる。たとえ
ば、高い二酸化炭素排出を伴うガソリンから動力を得る車両は、最小限の二酸化炭素排出
を伴うハイブリッド乗客用車両より、大気質に対してより大きなダメージを生じさせる可
能性がある。さらに、混雑した都市街路を通る移動は、田園地帯を通って移動するより、
大気質に対するダメージとの高い相関を有する可能性がある。また、より高速で移動する
車両についても、より低速で移動する車両より、大気質に対するダメージとの高い相関を
有する可能性がある。したがって、車両２２０と関連付けされる多様な属性および車両２
２０内の乗客２１０による旅行と関連付けされる属性の観点から、環境的インパクト決定
システム２３０は、車両２２０に乗って移動するときの乗客２１０による旅行によって生
じ得る一意的な、または合目的的な環境的ダメージを計算することができる。図２に図解
されているとおり、環境的インパクト決定システム２３０は、計算した環境的インパクト
またはダメージ情報を、財務相殺相関アルゴリズム２４０へ送信することができる。
【００３８】
　一例においては、環境的インパクト決定システム２３０が、環境相関発生器２３１、乗
客インパクト・アルゴリズム２３２、および改善監視システム２３３を含む３つのサブシ
ステムを介して動作することができる。
【００３９】
　環境相関発生器２３１は、車両２２０上に備えられた１つまたは複数のセンサによって
提供されるか、あるいは車両２２０のフリートにわたって配信される入力（または、セン
サ・データ）を分析して、車両使用と環境的インパクトの間における相関関係、または車
両使用の影響を示すコンピュータ・モデルを開発するサブシステムとし得る。さらに、車
両使用と環境的インパクトの間における相関関係を示すコンピュータ・モデルは、マシン
学習および／または人工知能を介して間欠的に、またはリアルタイムで更新することがで
きる。たとえば、時間に関して環境状態が変化するとき、特定レベルの環境的ダメージを
生じさせる大気汚染の量が変化し得る。
【００４０】
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　一例においては、それらのセンサ・データが、限定ではないが、環境データおよび車両
データを含むことができる。環境データは、カメラ・システムおよびそのほかの方法の使
用を通じて獲得される大気質、構造的劣化、建造物外面の変色、道路の劣化、およびこれ
らの類といった環境への影響に関するデータを含むことができる。車両データは、乗客２
１０を輸送する車両、およびそれが遭遇するその車両のフリートのほかの車両からの速度
および場所を含むことができる。車両使用の環境的インパクトまたは影響は、ダメージ分
析アルゴリズム等の多様なアルゴリズムの使用を通じて決定することができる。ダメージ
分析アルゴリズムは、限定ではないが、画像処理アルゴリズム、センサ分析アルゴリズム
、およびそのほかの分析処理を含むことができる。一例においては、ダメージ分析アルゴ
リズムが、特定の量の環境的ダメージを１つまたは複数片の車両データに属させることが
できる。たとえば、ダメージ分析アルゴリズムは、多様な量の環境的ダメージを、予期さ
れる／実際の車両の速度、車両の重量、車両のエンジンのタイプ、予期される／実際の車
両による移動距離、およびこれらの類に属させることができる。さらに、ダメージ分析ア
ルゴリズムは、収集された１つまたは複数片の環境データに基づいて特定量の環境的ダメ
ージを属させることができる。たとえば、ダメージ分析アルゴリズムは、特定量の環境的
ダメージを、特定の天候状態、大気質状態、交通状態、およびこれらの類に属させること
ができる。
【００４１】
　乗客インパクト・アルゴリズム２３２は、ターゲット車両等の具体的な車両から受信し
た入力を分析して、そのターゲット車両の、乗客によってとられる具体的な旅行の間にお
ける環境へのインパクトを決定するサブシステムとし得る。ターゲット車両のインパクト
は、環境的インパクトと呼ぶことができる。環境的インパクトは、たとえば、環境相関発
生器２３１によって決定される車両使用の影響、旅行属性、および車両モデル情報を使用
して決定することができる。旅行属性は、乗客２１０によってとられる旅行に関係し、タ
ーゲット車両のセンサ・スイートによって取り込まれる情報を参照することができる。旅
行属性は、限定ではないが、移動した距離、速度、および積載荷重を含むことができる。
ターゲット車両によって送信される車両モデル情報は、推進方法、エンジンのサイズ、排
出ガス特性、およびこれらの類等であり、車両特性と呼ぶことができる。
【００４２】
　環境的インパクトは、インパクト・タイプまたはインパクト識別子によって細分され、
ダメージと修繕コストの相関を容易にすることができる。一例においては、インパクト・
タイプが、限定ではないが、大気質インパクト、建造物外面のダメージ、構造的ダメージ
、道路のダメージ、およびこれらの類を含むことができる。たとえば、インパクト識別子
は、大気質、建造物外面のダメージ、または任意のそのほかの影響に関係することができ
る。図２に図解されているとおり、財務相殺相関アルゴリズム２４０は、コスト・データ
ベース２５０へ、インパクト識別子を送信することができ、コスト・データベース２５０
は、そのインパクト識別子に関連付けされるコストを決定するための関連コスト情報を提
供することができる。
【００４３】
　改善監視システム２３３は、既存の環境的ダメージを修繕するべく定められたとし得る
任意の訂正行動（１つまたは複数）または回復措置の効果を追跡するサブシステムとする
ことができる。たとえば、回復措置は、炭素放出の削減（たとえば、クリーン・エネルギ
）、多様なランドマークおよび構造物に実施される化粧／建設的作業、象徴的な地理上の
エリアの道路に実施される修繕、およびこれらの類に指向されたプロジェクトを含むこと
ができる。別の例においては、回復措置または訂正行動が、大気質の低い場所内において
運転されることになる空気清浄機が備えられた車両を使用することができる。訂正行動（
１つまたは複数）が採用される（または、採用されるべく割り当てられた）場所は、場所
識別子と呼ぶことができる識別子をタグ付けすることができる。場所識別子を使用して、
任意の環境改善を追跡することができる。環境改善は、その環境改善作業が実施された場
所の周囲を移動することができる多様な車両のセンサ・データを介して追跡することがで
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きる。しかしながら、環境改善の判断材料が、修繕作業を実施する修繕実施者２８０によ
って提供されるか、政府機関によって取得されるか、または撮像能力を伴うドローン等の
無人飛翔デバイスを介して取得され得るように、この開示の側面がそれらに限定されるこ
とはない。
【００４４】
　財務相殺相関アルゴリズム２４０は、乗客２１０によってとられた旅行の環境的インパ
クトが占める適切な財務的補償を決定するアルゴリズムとし得る。適切な財務的補償は、
環境的インパクトを相殺する財務コスト（ＦＣＮＥＩ）と呼ぶことができる。ＦＣＮＥＩ
は、乗客に適用される、その乗客自身の移動の結果からもたらされたとして計算される環
境的インパクトのためだけにその者に課せられることを可能にする具体的な課税であると
することができる。ＦＣＮＥＩは、環境的インパクト決定システム２３０によって計算さ
れる環境的インパクトおよびコスト・データベース２５０内にストアされている、インパ
クト識別子によってタグ付けされた環境修繕に係る財務的支出に関係するコスト情報を使
用して計算することができる。
【００４５】
　ストアされている情報は、限定ではないが、（ｉ）以前の修繕および負の環境効果に関
係する履歴上の支出、および（ｉｉ）業者から獲得される将来の修繕に関係する更新され
た見積および見積もられたコスト、を含むことができる。財務相殺相関アルゴリズム２４
０が、乗客２１０の移動に関連付けされるＦＣＮＥＩ支払高を計算するとき、システムは
、自動的に、（ｉ）車両からの降車時に支払われる追加の課金、（ｉｉ）事後の支払いの
ための通知、および（ｉｉｉ）代替支払いトリガ、を生成することができる。しかしなが
ら、財務相殺相関アルゴリズム２４０が、乗客２１０の意図された旅行に関連付けされる
推定ＦＣＮＥＩ支払いを計算し、推定ＦＣＮＥＩ支払いを乗客２１０へ送信することがで
きるように、また乗客２１０が、車両２２０を介する乗客２１０の旅行の前にその種の課
金を意識することができるように、この開示の側面がそれらに限定されることはない。
【００４６】
　図２に図解されているとおり、財務相殺相関アルゴリズム２４０によって支払い通知が
生成されて、乗客２１０へそれを送信することができる。支払い通知は、乗客２１０によ
って支払われる／その者の義務となる実際のＦＣＮＥＩ支払高、計画された移動に基づい
て予期されるＦＣＮＥＩ支払い、またはこれらの類を参照することができる。
【００４７】
　さらに、財務相殺相関アルゴリズム２４０が、環境課税管理ブロックチェーン２６０へ
、未決のＦＣＮＥＩ取引を通知することもできる。
【００４８】
　環境課税管理ブロックチェーン２６０は、ＦＣＮＥＩ取引の記録およびストアに使用さ
れるブロックチェーン元帳であり得る。
【００４９】
　ブロックチェーン・テクノロジは、資産がどのようにシステムを通過したかという記録
を提供することが可能であり、これを、財務的および物理的資産の移譲の追跡に応用する
ことができる。ブロックチェーン・システムにおいては、資産の所有権を、その発生から
現在の所有者まで辿ることが可能である。所有権の連鎖が追跡可能であるということは、
たとえば、チャリティ・セクタにおける場合の、寄付者がその者の寄付をチャリティ的な
理由のためのそれの最終的な使用まで追跡することを可能にするというように、ブロック
チェーン・テクノロジの広い応用を可能にする。したがって、ブロックチェーン・テクノ
ロジは、寄付者の寄与が意図された目的のために使用されたことをその者による検証を可
能にすることによって、その寄付者に、あるレベルの保証を提供することができる。さら
に、ブロックチェーン・システムを使用して、広い財務的適用にわたって金銭がどのよう
に使用されたかについて追跡することができる。たとえば、英国政府は、納税者の金銭が
どのように使用され、基礎研究助成、スチューデント・ローン、およびそのほかの理由に
対して資金供給されたかを追跡するブロックチェーンの使用を検討している。したがって
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、ブロックチェーン・テクノロジを適用して、生活保護費受給者が受け取った金銭をどの
ように使用するかを監視して、詐欺行為を防止し、酒類および高級食材等の本質的でない
購入を潜在的に制限することもできる。ブロックチェーン・テクノロジは、主として、ビ
ットコイン等の新しいデジタル通貨を追跡する目的のために利用されているが、ブロック
チェーンが、新しいデジタル通貨に基づかず、それに代えて取引のために既存の通貨を使
用して追跡する送金システムの実装に利用できるように、この開示の側面がそれらに限定
されることはない。
【００５０】
　概して言えば、ブロックチェーンは、ブロックに体系づけられた記録のセットをストア
している分散型データベースである。各ブロックは、タイムスタンプが付され、かつ以前
のブロックに、以前のブロックの修正に対する耐性のある方法を介してリンクされる。
【００５１】
　ブロックチェーンは、データおよびデータ取引の元帳をストアし、かつ認証するべく構
成することができる非集中型の、ピア・トゥ・ピア・ネットワークされたデータベースで
あり得る。ブロックチェーン・テクノロジは、サードパーティの仲介を伴うことなく取引
を容易にすることができ、かつそれに代えて、コンセンサスによって妥当性確認を行うこ
とができる。新しいブロックが追加されるときは、以前のブロックを修正する困難が、い
くつかの新しいブロックが追加された後にそれを行うことが、悪意のある目的のためでさ
え、正当と認められなくなることをねらいとして増加する。したがって、良好に設計され
ていれば、ブロックチェーンを管理する中央機関がない場合でさえ、データの正当性が、
悪意のある目的のためにそれを修正することが実際的でなくなり、したがって、議論の余
地がないものとなることから、すべてによる信頼が可能になる。このことは、しばしば、
データベース内の変更をコントロールするために変更プロセスが存在するが、これらのプ
ロセスが模倣されるかまたはバイパスされた場合には、データが、検出不可能な態様で変
更されることがあり得る伝統的な集中型サーバまたはデータベースと対照的である。
【００５２】
　乗客２１０が、その乗客の活動またはいくつかの活動に関連付けされるＦＣＮＥＩ課税
のための支払いを提供するとき、関連付けされたＦＣＮＥＩ資産が、環境課税管理ブロッ
クチェーン２６０上に作成される。さらに、乗客２１０は、モバイル・デバイスを介して
資産乗客ＩＤを環境課税管理ブロックチェーン２６０へ提供することができる。一例にお
いては、ＦＣＮＥＩ課税を、不換またはデジタル通貨を介して支払うことができる。ＦＣ
ＮＥＩ資産が環境課税管理ブロックチェーン２６０上にストアされた後は、任意数の取引
を通じてそのＦＣＮＥＩ資産を追跡することができる。環境的インパクト決定システム２
３０によって獲得されたＦＣＮＥＩ資産は、乗客２１０の移動と関連付けされる環境的イ
ンパクトによって生じたダメージにリンクされる訂正行動の実施に使用されることが意図
され得る。さらに、ＦＣＮＥＩ資産には、資産乗客ＩＤをタグ付けすることができ、ＦＣ
ＮＥＩ資産を乗客２１０まで逆追跡することを可能にし、かつそれの用途を乗客２１０に
通知することを可能にする。オプションとして、ＦＣＮＥＩ資産を、単一タイプではなく
、むしろ複数の多様なデジタル通貨で環境課税管理ブロックチェーン２６０へ提出するこ
とができる。これらの複数の多様なデジタル通貨は、異なるタイプの環境的ダメージを表
すインパクト識別子とリンクすることが可能である。ＦＣＮＥＩ資産は、環境課税管理ブ
ロックチェーン２６０を介し、訂正行動のための支払いとして個人または組織（たとえば
、修繕実施者２８０）へ移譲することができる。ＦＣＮＥＩ資産が修繕実施者２８０へ移
譲されるとき、意図された／実施された訂正行動を用いてその取引がタグ付けされる。一
例においては、訂正行動の実行に先行して、またはそれの後にＦＣＮＥＩ資産を移譲する
ことができる。さらに、修繕実施者２８０は、環境課税管理ブロックチェーン２６０へ、
修繕実施者２８０によって実施される訂正行動の状況を提供することができる。
【００５３】
　環境課税管理ブロックチェーン２６０は、さらに、資産使用乗客ＩＤ、および実施され
／意図され／追跡される訂正行動の情報を訂正行動追跡システム２７０へ提供することが
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できる。
【００５４】
　訂正行動追跡システム２７０は、乗客２１０と関連付けされる環境的ダメージに応答し
て適用される訂正行動の実施および効果を監視するシステムであり得る。訂正行動追跡シ
ステム２７０は、環境課税管理ブロックチェーン２６０を監視し、実施されることになる
訂正行動を、それらが資産取引を通じて開始されるとき、識別することができる。各訂正
行動は、同一または類似のインパクト識別子に応答して、ある時間期間にわたって獲得さ
れたいくつかの資産と関連付けすることができる。訂正行動追跡システム２７０は、訂正
行動場所識別子を使用して改善監視システム２３３に対してクエリを行い、適用された訂
正行動の結果として生じたとし得る任意の環境改善に関する情報を受け取ることができる
。改善監視システム２３３によって提供された情報に基づいて、訂正行動追跡システムは
、その訂正行動の開始に資産が使用されたすべての乗客へ送信され得る乗客レポートを生
成することができる。乗客レポートは、乗客のＦＣＮＥＩ寄与の直接的な結果である具体
的な環境改善または修繕を詳述することができる。
【００５５】
　訂正行動マッチング・システム２９０は、累積環境的ダメージの修繕に必要とされる訂
正行動を識別し、その訂正行動と、それを修繕する能力のある修繕実施者とのマッチング
を行うことができるシステムであり得る。この種のシナリオにおいては、修繕実施者２８
０を、訂正行動の割り当てのために考慮するべく登録することができ、かつそれらの者が
提供するサービスを保証するべく適切な標準に対して詳しく調べることができる。詳しく
調べられた修繕実施者の詳細は、必要時のアクセスのために修繕実施者データベース等の
データベース内にストアすることができる。
【００５６】
　一例においては、訂正行動マッチング・システム２９０が、訂正行動追跡システム２７
０および修繕実施者２８０（１つまたは複数）と通信して、累積環境的ダメージの修繕を
実施するための活動を調和させることができる。
【００５７】
　図３は、この開示の側面に従った、輸送による環境的インパクトを決定するための例示
的なネットワーク環境を示している。
【００５８】
　図３のネットワーク環境は、車両３１０、ネットワーク３２０、環境的インパクト訂正
プラットフォーム・サーバ３３０、修繕実施者３５０、および証拠収集デバイス３６０を
含む。車両３１０、ネットワーク３２０、環境的インパクト訂正プラットフォーム・サー
バ３３０、修繕実施者３５０、および証拠収集デバイス３６０のそれぞれの単一のインス
タンスが図解されているが、車両３１０、ネットワーク３２０、環境的インパクト訂正プ
ラットフォーム・サーバ３３０、修繕実施者３５０、および証拠収集デバイス３６０の複
数のそれぞれが実装の中に存在できるように、この開示の側面がそれらに限定されること
はない。
【００５９】
　車両３１０は、レーダ／ライダ・システム３１１、カメラ・システム３１２、大気質モ
ニタ３１３、センサ・スイート３１４、通信システム３１５、およびプロセッサ３１６を
含む。
【００６０】
　レーダ／ライダ・システム３１１は、多様なアクチュエータおよび、光検出および測距
システムを含むことができ、車両３１０の周囲の構造物の３次元検出を可能にする。レー
ダ／ライダ・システム３１１は、車両３１０へ、多様な建造物、ランドマーク、橋梁、お
よびそのほかの車両３１０の場所の表示を与える構造物に関係する検知データを提供する
ことができる。
【００６１】
　カメラ・システム３１２は、車両３１０上に備えられた１つまたは複数のカメラを含む
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ことができ、車両３１０の周囲の環境の多様な画像の取り込みにそれを利用することがで
きる。一例においては、カメラ・システム３１２が、周囲の建造物または道路の１つまた
は複数の画像を取り込み、観察される構造物の状態を決定することができる。取り込まれ
た画像内に含まれている特定の構造物のピクセル値と、課税される環境的インパクトまた
はダメージのレベルを評価するための、その特定の構造物のストアされている基準画像と
を比較することができる。さらに、カメラ・システム３１２は、ダメージを受けた構造物
に対して修繕実施者によって実施される訂正行動の検証にさらに利用することができる。
【００６２】
　大気質モニタ３１３は、それの周囲環境の大気質を検出することができる。大気質モニ
タ３１３は、大気質の現在の状況を決定し、ネットワーク３２０を介して環境的インパク
ト訂正プラットフォーム・サーバ３３０へ大気質の検出を送信することができる。一例に
おいては、検出された大気質が、乗客によって意図される旅行によって車両３１０を介し
て生じることになる環境的インパクトを決定するためのベース・ラインを提供することが
できる。
【００６３】
　センサ・スイート３１４は、限定ではないが、ＧＰＳセンサ、排出ガス・センサ、およ
び速度センサを含むことができる。ＧＰＳセンサは、車両３１０の場所情報をはじめ、意
図されている車両３１０の移動経路を提供することができる。車両３１０の場所情報およ
び移動経路情報は、環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０へ送信するこ
とができる。提供された情報は、乗客によって計画されている旅行の環境的インパクトの
調整に利用することができる。たとえば、旅行が、良好な大気質を伴った農村地帯から始
まり、そこで終わる場合には、その種の旅行の環境的インパクトは限られたものになるで
あろうと決定することができる。速度センサは、予期されるか、またはその旅行の間に招
くと予期される実際の移動速度を表示することができる。一例においては、予期される移
動速度を、計画されている移動の経路に沿った制限速度をはじめ、交通情報に基づいて決
定することができる。少なくとも、車両の排出ガスの量が速度依存となり得ることから、
移動の速度は、車両３１０によって引き起こされる環境的インパクトを修正することがで
きる。運転スタイル（たとえば、急加速）が排出ガスの出量を増加させる可能性があるこ
とから、排出ガス・センサが、予期される排出ガスの出量とは異なる旅行の間に車両によ
って出される実際の排出ガスを提供することがある。
【００６４】
　通信システム３１５は、車両３１０からの多様な情報を、ネットワーク３２０を介して
環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０へ送信する送信機を含むことがで
きる。また送信機は、乗車スケジュールおよび支払いプロセスを容易にするために、車両
３１０からの多様な情報を、乗客のモバイル・デバイスへ送信することもできる。通信シ
ステム３１５は、また、乗客のモバイル・デバイスおよび／または環境的インパクト訂正
プラットフォーム・サーバ３３０から多様な情報を受信する受信機も含むことができる。
【００６５】
　車両は、これらに加えて、多様なセンサ・データおよび／または環境的インパクト訂正
プラットフォーム・サーバ３３０から受信される情報を処理するためのプロセッサ３１６
を含むことができる。
【００６６】
　ネットワーク３２０は、限定ではないが、ローカル・エリア・ネットワーク、ワイド・
エリア・ネットワーク、クラウド・ネットワーク、インターネット、電話ネットワーク、
短距離ネットワーク、またはそのほかの任意の、この分野において一般に知られており、
かつ理解されているネットワークとすることができる。短距離ネットワークは、たとえば
、ブルートゥース、ジグビー、赤外線、ＮＦＣ（近距離無線通信）、超広帯域無線、また
はこれらの任意の組み合わせを含むことができる。この分野における当業者は、周知であ
り、かつ理解されている追加のネットワーク３２０が、追加として、または代わりとして
使用され得ること、および例示的なネットワーク３２０が限定でないこと、または網羅的



(18) JP 2021-530034 A 2021.11.4

10

20

30

40

50

でないことを認識するものとする。
【００６７】
　環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０は、単一のサーバまたはサーバ
のシステムとして構成することができる。一例においては、環境的インパクト訂正プラッ
トフォーム・サーバ３３０を実装するサーバが、コンピュータ・システム１０２と類似す
る構成を有することができる。一例においては、環境的インパクト訂正プラットフォーム
・サーバ３３０が、少なくとも１つのプロセッサ、メモリ、およびトランシーバを有する
１つまたは複数のネットワーク・サーバ内に常駐することができる。１つまたは複数のネ
ットワーク・サーバは、デジタル・テレコミュニケーション・ネットワーク、クラウド・
ネットワーク、または多様なコンピュータ・ネットワークの組み合わせの上に常駐するこ
とができる。
【００６８】
　環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０は、コスト・データベース３３
１、財務相殺相関アルゴリズム３３２、環境課税管理ブロックチェーン３３３、訂正行動
追跡システム３３４、環境的インパクト決定システム３４０を含む。一例においては、環
境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０内に含まれる構成要素のうちの１つ
または複数を、環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０を実装するサーバ
のプロセッサ、集積回路、および／またはメモリによって実装することができる。
【００６９】
　この開示の側面によれば、コスト・データベース３３１をコスト・データベース２５０
と類似に構成することができる。一例においては、コスト・データベース３３１を、環境
的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０を実装するサーバ内に格納されている
メモリとし得る。しかしながら、コスト・データベース３３１を、同一または異なるネッ
トワーク内に常駐する別体のサーバ内に提供できるように、この開示の側面がそれらに限
定されることはない。財務相殺相関アルゴリズム３３２は、財務相殺相関アルゴリズム２
４０と類似に構成することができる。財務相殺相関アルゴリズム３３２は、環境的インパ
クト訂正プラットフォーム・サーバ３３０を実装するサーバのメモリ（図解せず）内にス
トアされ、それのプロセッサ（図解せず）によって実行することができる。環境課税管理
ブロックチェーン３３３は、環境課税管理ブロックチェーン２６０と類似に構成すること
ができる。訂正行動追跡システム３３４は、訂正行動追跡システム２７０と類似に構成す
ることができる。環境的インパクト決定システム３４０は、環境的インパクト決定システ
ム２３０と類似に構成することができる。
【００７０】
　環境的インパクト決定システム３４０は、環境相関発生器３４１、乗客インパクト・ア
ルゴリズム３４２、および改善監視システム３４３を含む。環境相関発生器３４１は、環
境相関発生器２３１と類似に構成することができる。乗客インパクト・アルゴリズム３４
２は、乗客インパクト・アルゴリズム２３２と類似に構成することができる。さらに、一
例においては、乗客インパクト・アルゴリズム３４２が、環境的インパクト訂正プラット
フォーム・サーバ３３０を実装するサーバのメモリ内にストアされ、かつそれのプロセッ
サによってストアされるとすることができる。改善監視システム３４３は、改善監視シス
テム２３３と類似に構成することができる。
【００７１】
　単一の車両３１０が図解されているが、同一のフリートまたは異なるフリートに属する
複数の車両が同時的に環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０と通信する
ことができるように、この開示の側面がそれに限定されることはない。さらに、図解され
てはいないが、同一フリートの車両は、集中型サーバを介して環境的インパクト訂正プラ
ットフォーム・サーバ３３０と通信することができる。
【００７２】
　修繕実施者３５０は、修繕実施者２８０と類似に構成することができる。さらに、修繕
実施者３５０は、プロセッサ３５１、通信システム３５２、およびカメラ３５３を含む。
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一例においては、修繕実施者３５０を、激しい観光事業によって生じる可能性のある環境
の変化によって招かれたダメージの多様な修繕作業の実施に雇われている請負人のモバイ
ル・コンピューティング・デバイスとしてもよい。修繕実施者は、環境的インパクト訂正
プラットフォーム・サーバ３３０と通信して、招かれたダメージを緩和するか、または元
通りにする多様な修繕作業を実施するためのインストラクションを受信することができる
。修繕作業の完了時に、修繕実施者３５０は、作業の完了の通知を、環境的インパクト訂
正プラットフォーム・サーバ３３０へ送信することができる。さらに、修繕実施者３５０
は、完了した修繕作業の画像を、実施済みの作業の判断材料として取り込むことができる
。
【００７３】
　請負人の実施が満足の得られるものであると見做されるとき、環境的インパクト訂正プ
ラットフォーム・サーバ３３０は、多様な乗客から収集されかつ対応する乗客ＩＤがタグ
付けされたＦＣＮＥＩ資産の一部を、修繕実施者３５０に移譲することができる。ＦＣＮ
ＥＩ資産は、環境課税管理ブロックチェーン３３３を介して修繕実施者へ、実施された修
繕作業のための支払いとして移譲することができる。ＦＣＮＥＩ資産の移譲に際し、環境
的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０は、ＦＣＮＥＩ資産にタグ付けされた
乗客ＩＤと関連付けされた乗客に対して、実施された作業を通知することもできる。
【００７４】
　修繕実施者３５０によって実施された作業が満足の得られるものであるか否かを環境的
インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０が決定可能でないとき、環境的インパク
ト訂正プラットフォーム・サーバ３３０は、証拠収集デバイス３６０に対して追加の判断
材料の獲得を指示することができる。一例においては、証拠収集デバイス３６０を、証拠
が収集されることになる場所から基準距離内における検知テクノロジが装備された車両、
または作業の証拠を収集するためのセンサを装備した無人飛翔デバイス（たとえば、ドロ
ーン）としてもよい。証拠収集デバイス３６０は、プロセッサ３６１、通信システム３６
２、およびカメラ３６３を含む。しかしながら、証拠収集デバイス３６０が、大気サンプ
ル、水サンプル、またはそのほかの、さらなる研究および／または分析のためのサンプル
を獲得できるサンプル収集デバイスを装備することもできるように、この開示の側面がそ
れらに限定されることはない。さらに、環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ
３３０は、修繕実施者３５０から完了の通知を受信すると、証拠収集デバイス３６０を展
開することができる。
【００７５】
　図４を参照すると、環境的インパクトに取り組むための、旅行の環境的インパクトおよ
び資産の安全な移譲を決定するための例示的なネットワーク環境の概略が図解されている
。例示的な実施態様においては、上に記述されているフレームワークが、ネットワークさ
れたコンピュータ・プラットフォーム上において実行可能である。
【００７６】
　図４のネットワーク環境においては、複数の乗客デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）
、複数の車両４２０（１）－４２０（Ｎ）、複数のサーバ・デバイス４３０（１）－４３
０（Ｎ）、複数の修繕実施者４４０（１）－４４０（Ｎ）、および複数の証拠収集デバイ
ス４５０（１）－４５０（Ｎ）が、通信ネットワーク（１つまたは複数）４６０を介して
通信することができる。この開示の側面によれば、サーバ・デバイス４３０（１）－４３
０（Ｎ）のそれぞれは、図３の環境的インパクト訂正プラットフォーム・サーバ３３０の
１つまたは複数の構成要素をホストするか、またはそれを含むことができる。
【００７７】
　図１のコンピュータ・システム１０２のネットワーク・インターフェース１１４等のク
ライアント・デバイスの通信インターフェースは、全体としてすべてが通信ネットワーク
（１つまたは複数）４６０によって結合されている乗客デバイス、車両４２０（１）－４
２０（Ｎ）、サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）、修繕実施者４４０（１）－
４４０（Ｎ）、および／または証拠収集デバイス４５０（１）－４５０（Ｎ）の間を機能
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的に結合し、かつ通信するが、このほかのデバイスおよび／または要素に対するこのほか
のタイプおよび／または数の接続および／または構成を伴うこのほかのタイプおよび／ま
たは数の通信ネットワークまたはシステムもまた使用することができる。
【００７８】
　通信ネットワーク（１つまたは複数）４６０は、図１に関して記述したとおりのネット
ワーク１２２と同じか、または類似とし得るが、車両４２０（１）－４２０（Ｎ）、サー
バ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）、修繕実施者４４０（１）－４４０（Ｎ）、お
よび／または証拠収集デバイス４５０（１）－４５０（Ｎ）を、全体としてほかのトポロ
ジを介して結合することはできる。それに加えて、図４のネットワーク環境は、このほか
の、たとえば１つまたは複数のルータおよび／またはスイッチ等のネットワーク・デバイ
スを含むことができるが、それらはこの分野において周知であり、したがって、ここでは
説明しない。
【００７９】
　例としてのみ述べるが、通信ネットワーク（１つまたは複数）４６０は、ローカル・エ
リア・ネットワーク（１つまたは複数）（ＬＡＮ（１つまたは複数））またはワイド・エ
リア・ネットワーク（１つまたは複数）（ＷＡＮ（１つまたは複数））を含むことができ
、かつイーサネット経由のＴＣＰ／ＩＰおよび業界標準プロトコルを使用することが可能
であるが、このほかのタイプおよび／または数のプロトコルおよび／または通信ネットワ
ークを使用することはあり得る。この例における通信ネットワーク（１つまたは複数）４
６０は、任意の適切なインターフェース・メカニズムおよび通信ネットワーク・テクノロ
ジを採用することができ、それには、たとえば、任意の適切な形式の通信トラフィック（
たとえば、音声、モデム、およびこれらの類）、公衆交換電話網（ＰＳＴＮ）、イーサネ
ット・ベースのパケット・データ・ネットワーク（ＰＤＮ）、これらの組み合わせ、およ
びこれらの類が含まれる。
【００８０】
　複数のサーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）は、図１に関して記述したとおり
のコンピュータ・システム１０２またはコンピュータ・デバイス１２０と、それに関して
記述した任意の特徴または特徴の組み合わせを含めて同じか、または類似とすることがで
きる。たとえば、サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）のうちのいずれも、それ
らの特徴の中でもとりわけ、全体としてバスまたはそのほかの通信リンクによって結合さ
れる１つまたは複数のプロセッサ、メモリ、および通信インターフェースを含むことがで
きるが、そのほかの数および／またはタイプのネットワーク・デバイスを使用することが
できる。この例におけるサーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）は、通信ネットワ
ーク（１つまたは複数）４６０を介してコンピューティング・デバイスから受信した要求
を、たとえば、ＨＴＴＰベースの、および／またはＪＳＯＮ（ＪａｖａＳｃｒｉｐｔ　Ｏ
ｂｊｅｃｔ　Ｎｏｔａｔｉｏｎ）プロトコルに従って処理することができるが、そのほか
のプロトコルを使用することもできる。
【００８１】
　サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）は、ハードウエアまたはソフトウエアと
することができるか、または、内部または外部ネットワークを含むことができるプール内
の複数のサーバ・デバイスを伴うシステムを表しているとすることができる。サーバ・デ
バイス４３０（１）－４３０（Ｎ）は、限定ではないが、車両からのセンサ・データ、車
両による旅行の環境的インパクト、車両による旅行のインパクト識別子、旅行に関連付け
されるコスト、乗客デバイスからのＦＣＮＥＩ資産、ＦＣＮＥＩ資産に紐付けされた乗客
識別子、訂正行動項目、および環境改善の追跡を受信し、生成し、かつストアするべく構
成される。
【００８２】
　サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）は、単一のデバイスとして図解されてい
るが、サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）のそれぞれの１つまたは複数のアク
ションは、全体としてサーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）のうちの１つまたは
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複数を構成する１つまたは複数の別個のネットワーク・コンピューティング・デバイスに
わたって分散させることができる。それに加えて、サーバ・デバイス４３０（１）－４３
０（Ｎ）が特定の構成に限定されることはない。したがって、サーバ・デバイス４３０（
１）－４３０（Ｎ）は、サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）のネットワーク・
コンピューティング・デバイスのうちの１つが、そのほかのネットワーク・コンピューテ
ィング・デバイスの動作を管理するか、かつ／またはそのほかの形で調和させるべく動作
する、マスタ／スレーブ・アプローチを使用して動作する複数のネットワーク・コンピュ
ーティング・デバイスを含むことができる。
【００８３】
　サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）は、たとえば、クラスタ・アーキテクチ
ャ、ピア・トゥ・ピア・アーキテクチャ、仮想マシン内の、またはクラウド・アーキテク
チャ内の複数のネットワーク・コンピューティング・デバイスとして動作することができ
る。したがって、ここに開示しているテクノロジは、単一の環境に限定されるとして解釈
されるべきではなく、そのほかの構成およびアーキテクチャもまた企図される。
【００８４】
　複数の乗客デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）、および／または複数の修繕実施者４
４０（１）－４４０（Ｎ）は、図１に関して記述したとおりのコンピュータ・システム１
０２またはコンピュータ・デバイス１２０と、それに関して記述した任意の特徴または特
徴の組み合わせを含めて同じか、または類似とすることもできる。たとえば、この例にお
ける乗客デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）および／または修繕実施者４４０（１）－
４４０（Ｎ）は、ＡＰＩに関係するウェブ・アプリケーションまたは分析の実行を容易に
することが可能な任意タイプのコンピューティング・デバイスを含むことができる。した
がって、乗客デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）および／または修繕実施者４４０（１
）－４４０（Ｎ）は、たとえば、チャット、電子メール、または音声テキスト変換アプリ
ケーションをホストするモバイル・コンピューティング・デバイス、デスクトップ・コン
ピューティング・デバイス、ラップトップ・コンピューティング・デバイス、タブレット
・コンピューティング・デバイス、仮想マシン（クラウド・ベースのコンピュータを含む
）またはこれらの類とすることができる。例示的な実施態様においては、少なくとも１つ
の乗客デバイス４１０および／または１個の修繕実施者が、無線モバイル通信デバイス、
すなわち、スマートフォンである。
【００８５】
　乗客デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）および／または修繕実施者４４０（１）－４
４０（Ｎ）は、ユーザ要求を通信するために、車両４２０（１）－４２０（Ｎ）のうちの
１つまたは複数、および／またはサーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）のうちの
１つまたは複数と通信ネットワーク（１つまたは複数）４６０を介して通信するインター
フェースを提供できる標準のウェブ・ブラウザまたはスタンドアロンのクライアント・ア
プリケーション等のインターフェース・アプリケーションを走らせることができる。乗客
デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）および／または修繕実施者４４０（１）－４４０（
Ｎ）は、さらに、特徴の中でもとりわけ、たとえばディスプレイ・スクリーンまたはタッ
チスクリーン等のディスプレイ・デバイスおよび／またはキーボード等の入力デバイスを
含むことができる。
【００８６】
　図２の、乗客デバイス４１０（１）－４１０（Ｎ）、車両４２０（１）－４２０（Ｎ）
、サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）、修繕実施者４４０（１）－４４０（Ｎ
）、および証拠収集デバイス４５０（１）－４５０（Ｎ）、および通信ネットワーク（１
つまたは複数）４６０を伴う例示的なネットワーク環境がここで記述され、かつ図解され
たが、このほかのタイプおよび／または数のシステム、デバイス、構成要素、および／ま
たは要素を、このほかのトポロジ内において使用することできる。理解されるものとする
が、関連する分野（１つまたは複数）における当業者によって認識されることになるとお
り、これらの例の実装に使用される具体的なハードウエアおよびソフトウエアの多くの変
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形が可能であることから、ここに記述されている例のシステムは、例示目的のためのもの
である。
【００８７】
　図２のネットワーク環境内に図示されているデバイスのうちの１つまたは複数、たとえ
ばサーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）または乗客デバイス４１０（１）－４１
０（Ｎ）等は、同一の物理的マシン上の仮想インスタンスとして動作するべく構成するこ
とができる。言い換えると、サーバ・デバイス４３０（１）－４３０（Ｎ）または乗客デ
バイス４１０（１）－４１０（Ｎ）のうちの１つまたは複数は、通信ネットワーク（１つ
または複数）４６０を通じて通信する別々のデバイスとしてではなく、むしろ同一の物理
デバイス上において動作することができる。
【００８８】
　それに加えて、２つまたはそれより多くのコンピューティング・システムまたはデバイ
スが、いずれかの例におけるシステムまたはデバイスのうちのいずれか１つに代わること
ができる。したがって、これらの例のデバイスおよびシステムの堅牢性およびパフォーマ
ンスを増加するべく、所望に応じて、冗長性およびレプリケーション等の分散処理の原理
および利点もまた実装され得る。また、これらの例は、任意の適切なインターフェース・
メカニズムおよびトラフィック・テクノロジを使用して、例としてのみ述べるが、任意の
適切な形式の通信トラフィック（たとえば、音声およびモデム）、無線トラフィック・ネ
ットワーク、セルラ・トラフィック・ネットワーク、パケット・データ・ネットワーク（
ＰＤＮ）、インターネット、イントラネット、およびこれらの組み合わせが含まれる任意
の適切なネットワークにわたって延びるコンピュータ・システム（１つまたは複数）上に
おいて実装することもできる。
【００８９】
　図５Ａ－５Ｂは、この開示の側面に従った、車両による旅行の環境的インパクトを決定
するため、およびその環境的インパクトを訂正するための資産を追跡するための方法を示
している。
【００９０】
　動作Ｓ５０１においては、１つまたは複数の車両が、ある場所を動き回り、環境データ
を集める。１つまたは複数の車両を、乗客の輸送に指定することができる。一例において
は、その１つまたは複数の車両は、車両フリートに属することができるか、または独立に
動作することができる。車両フリートの車両が移動するとき、それが、それのオンボード
・センサ・スイートを使用してセンサ・データを収集する。センサ・スイートは、限定で
はないが、１つまたは複数のカメラ、大気質センサ、レーダ／ライダ、速度センサ、ＧＰ
Ｓセンサ、水質センサ、およびこれらの類を含むことができるが、車両が、その車両と無
線接続することができる外部センサも利用することができるように、この開示の側面がそ
れに限定されることはない。外部センサは、交通信号、街灯柱、および建造物等の固定構
造物に取り付けることができる。外部センサは、限定ではないが、速度センサ、セキュリ
ティ・カメラ、大気質センサ、およびこれらの類を含むことができる。さらに、外部セン
サは、無人飛翔体（たとえば、ドローン）等の機動性デバイスに取り付けることができる
。
【００９１】
　車両のセンサ・スイートの１つまたは複数のセンサによって収集される環境データは、
大気質、天候状態、建造物外面の色の状態、道路状態、およびこれらの類を含むことがで
きる。しかしながら、それに加えて環境データが、コンサート、スポーツ・イベント、お
よびこれらの類といった特定のイベントの日付を含むことができるように、この開示の側
面がそれらに限定されることはない。センサ・データは、環境的インパクト決定システム
へ送信することができる。それらのセンサ・データは、環境相関発生器によって、車両使
用の影響の作成および更新に使用されることもある。
【００９２】
　動作Ｓ５０２においては、環境的インパクト決定システムが、車両によって収集された
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センサ・データを受信し、それらのセンサ・データを分析して車両使用の影響を決定する
。一例においては、環境的インパクト決定システムを、特定の地理的領域内における車両
移動の環境への影響を現在の環境状態に基づいて評価するべく使用されるシステムとして
もよい。環境的インパクト決定システムは、車両の排出ガスまたはそのほかの副産物の大
気質に対する、および／または近隣のインフラストラクチャに対するダメージ（たとえば
、移動の間に生じた振動を介した）の間における相関を計算することができる。
【００９３】
　それに加えて、環境的インパクト決定システムは、車両使用の影響の決定において、現
在の環境状態を追加的に要因に含めることができる。たとえば、車両使用の影響は、移動
の日または時間に大気質が特に悪いとき、高くなる可能性がある。さらに、移動の日また
は時間が特定のイベント（たとえば、コンサート、スポーツ・イベント、またはそのほか
の大きな集会）の実施と重なるとき、車両使用の影響がさらに高くなることが予期され得
る。その種の考慮すべき事柄の観点から、環境的インパクト決定システムは、予期される
車両使用の影響を決定することができる。
【００９４】
　動作Ｓ５０３においては、乗客が車両または車両フリートに輸送を要求し、旅行の属性
が、その乗客の要求に基づいて決定される。一例においては、その要求は、特定の車両フ
リートへ送信されるか、またはその乗客の基準距離内の多様な車両および／または車両フ
リートに対してブロードキャストされ得る。一例においては、乗客が、モバイル・デバイ
ス（たとえば、スマートフォン、スマートウォッチ、またはそのほかのモバイル・コンピ
ューティング・デバイス）を使用して、電話によって、マニュアルで車両を呼び止めるか
、コンピュータを介して予約するか、またはこれらの類によって輸送を要求することがで
きる。この開示の側面によれば、輸送の要求が、限定ではないが、ピックアップの場所、
行き先、好ましい経路（たとえば、最速経路、地方経路、最短時間、有料道路の使用等）
、乗客の数、およびこれらの類を指定することができる。乗客の要求に基づいて、要求さ
れた輸送の旅行の属性を決定することができる。たとえば、行き先、計算された経路情報
、および交通情報に基づいて、移動の平均速度、移動の距離、移動の時間、およびこれら
の類を、要求された移動について決定することができる。
【００９５】
　動作Ｓ５０４においては、車両または車両フリートが乗客の要求を受け入れ、その乗客
に車両を割り当て、割り当てられた車両の車両属性が収集される。一例においては、車両
属性が、限定ではないが、重量、製造／モデル、エンジン・サイズ、エンジン・タイプ、
燃料タイプ、およびそのほかの属性を含むことができる。車両属性のうちの１つまたは複
数は、環境への修正インパクトを有することがある。たとえば、高い二酸化炭素排出を伴
うガソリンから動力を得る車両は、最小限の二酸化炭素排出を伴うハイブリッド乗客用車
両より、大気質に対してより大きなダメージを生じさせる可能性がある。さらに、より燃
料効率が低い、より大きいエンジン・サイズを伴った車両は、大気に対して、より高いレ
ベルの二酸化炭素およびそのほかの有害な排出ガスを放出する可能性がある。
【００９６】
　動作Ｓ５０５においては、その乗客の移動に特有の旅行属性および車両属性が、通信ネ
ットワークを介して環境的インパクト決定システムへレポートされる。旅行属性および車
両属性が単一ステップにおいて送信されるとして図解されているが、この開示の側面がそ
れに限定されることはない。一例においては、旅行属性および車両属性を、同時に、また
は別々に送信することができる。旅行属性および車両属性は、割り当てられた車両または
対応する車両フリートによって送信することができる。さらに、旅行属性および／または
車両属性は、乗客のモバイル・デバイスから送信することができる。
【００９７】
　動作Ｓ５０６においては、環境的インパクト決定システムが、割り当てられた車両を使
用する乗客によってなされる旅行の環境的インパクトを決定する。環境的インパクト決定
システムは、割り当てられた車両の属性と、大気質に対するダメージおよび／または近隣
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のインフラストラクチャに対するダメージ（たとえば、移動の間に生じた振動を介した）
の間における具体的な相関を、その乗客の旅行の属性に基づいて計算することができる。
たとえば、割り当てられた車両が、最小限の二酸化炭素排出を伴うハイブリッド乗用車で
あった場合に、その割り当てられた車両は、ガソリンから動力を得る車両より少ない環境
的ダメージをもたらすものと予期することができる。さらに、混雑した都市街路を通る移
動は、田園地帯を通って移動するより、大気質に対するダメージとの高い相関を有する可
能性がある。また、より高速で移動する車両についても（たとえば、計画されている経路
が高速道路に沿うことが予期される場合）、より低速で移動する車両より、大気質に対す
るダメージとの高い相関を有する可能性がある。したがって、車両と関連付けされる多様
な属性および車両内の乗客による旅行と関連付けされる属性の観点から、環境的インパク
ト決定システムは、割り当てられた車両に乗って移動するときの乗客による旅行によって
生じ得る一意的な、または合目的的な環境的ダメージを計算することができる。
【００９８】
　動作Ｓ５０７においては、サーバのメモリ内にストアされており、そのサーバのプロセ
ッサによって実行されることができる財務相殺相関アルゴリズムが、割り当てられた車両
内の乗客による計画済みの旅行と関連付けされた一意的な、または合目的的な環境的イン
パクトを使用して、その計画済みの旅行と関連付けされた一意的な、または合目的的な環
境的インパクトを相殺する財務コスト（ＦＣＮＥＩ）を計算する。一例においては、財務
相殺相関アルゴリズムを、乗客によってなされた旅行の環境的インパクトが占める適切な
財務的補償を決定するアルゴリズムとしてもよい。適切な財務的補償は、環境的インパク
トを相殺する財務コスト（ＦＣＮＥＩ）と呼ぶことができる。ＦＣＮＥＩは、乗客に適用
される、その乗客自身の移動の結果からもたらされたとして計算される環境的インパクト
のためだけにその者に課せられることを可能にする具体的な課税であり得る。ＦＣＮＥＩ
は、環境的インパクト決定システムによって計算される環境的インパクトおよびコスト・
データベース内にストアされている、インパクト識別子によってタグ付けされた環境修繕
に係る財務的支出に関係するコスト情報を使用して計算することができる。さらに、ＦＣ
ＮＥＩ資産の配分を追跡するために、乗客による具体的な旅行に関連付けされるＦＣＮＥ
Ｉに乗客ＩＤを用いてタグ付けすることができる。
【００９９】
　動作Ｓ５０８においては、財務相殺相関アルゴリズムが、サーバの送信機をコントロー
ルして乗客に、その乗客の義務となるＦＣＮＥＩを通知する。一例においては、ＦＣＮＥ
Ｉ付加金を、旅行請求書上のコスト項目として乗客へ提供することができる。さらに、動
作Ｓ５０８においては、乗客によって提出されたＦＣＮＥＩ支払いが環境課税管理ブロッ
クチェーンへ、ストアされかつ追跡されるべき資産として送信される。一例においては、
その資産を、乗客および／または旅行の識別子に関してストアし、かつ追跡することがで
きる。
【０１００】
　動作Ｓ５０９においては、環境課税管理ブロックチェーンを実装しているサーバが、訂
正行動要求を、１個または複数の修繕実施者へ送信し、かつその１個または複数の修繕実
施者からの値付けを要求する。しかしながら、サーバが、既定の料金レートにおいて訂正
行動を実施することができるあらかじめ承認済みの修繕実施者のリストへ訂正行動要求を
送信することができるように、この開示の側面がそれらに限定されることはない。
【０１０１】
　動作Ｓ５１０においては、環境課税管理ブロックチェーンを実装しているサーバが、訂
正行動要求に応答した修繕実施者の中から、乗客によってなされた旅行により生じた環境
的ダメージへの訂正行動を実施するための修繕実施者を選択する。一例においては、サー
バが、あらかじめ定義済みの評価基準のうちの１つまたは複数に基づいて修繕実施者を選
択することができる。あらかじめ定義済みの評価基準は、応答時間、以前の作業の再検討
、経験の量、価格、プロジェクトのタイムライン、またはこれらの類であり得る。さらに
、修繕実施者の選択時に、ＦＣＮＥＩ資産、資産乗客ＩＤ、および訂正行動ＩＤの間の関
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係を、実施されるべき訂正行動に関してＦＣＮＥＩ資産を追跡するために設定することが
できる。それに加えて、訂正行動（１つまたは複数）が採用されるべく割り当てられた場
所に、識別子を用いてタグ付けすることができ、かつ場所識別子と呼ぶことができる。場
所識別子は、任意の環境改善の追跡に使用することができる。
【０１０２】
　動作Ｓ５１１においては、選択された修繕実施者によって設定されたか、またはその者
によって合意されたスケジュールを、訂正行動を実施するために設定することができる。
一例においては、設定されたスケジュールが、プロジェクトの目的、プロジェクトの場所
、開始日、終了日、作業の存続期間、およびそのほかの詳細を提供することができる。
【０１０３】
　動作Ｓ５１２においては、選択された修繕実施者が、乗客によってなされた旅行により
生じた識別済み、または決定済みの環境的インパクト／ダメージを打ち消す訂正行動を実
施する。たとえば、回復措置または訂正行動は、特定の場所における炭素放出の削減（た
とえば、クリーン・エネルギ）、多様なランドマークおよび構造物に実施される化粧／建
設的作業、象徴的な地理上のエリアの道路に実施される修繕、およびこれらの類に指向さ
れたプロジェクトを含むことができる。別の例においては、回復措置または訂正行動が、
大気質の低い場所内において運転されることになる空気清浄機が備えられた車両（空気清
浄車両）を使用することができる。この例においては、１つまたは複数の車両が、それら
の周囲の環境の大気質を検出し、大気質の状況を決定し、大気質が低いと決定された場所
の中で空気清浄車両が運転される。動機付け、たとえばＦＣＮＥＩ資産を、大気質データ
を集める１つまたは複数の車両および空気清浄車両に提供することができる。
【０１０４】
　動作Ｓ５１３においては、訂正行動の完了時に、修繕実施者による訂正行動の実行の確
認を実施することができる。一例においては、訂正行動作業が実施された場所の周囲を移
動することができる多様な車両のセンサ・データを介して、環境改善を追跡することがで
きる。それに代えて、修繕作業の完了時に修繕実施者が、作業の完了の通知をサーバへ送
信することができる。さらに、修繕実施者は、確認のために、実施した作業の判断材料と
して完了した修繕作業の画像を取り込むことができる。修繕実施者によって実施された作
業が満足の得られるものであるか否かをサーバが決定可能でないとき、サーバは、証拠収
集デバイスに対して追加の判断材料の獲得を指示することができる。一例においては、そ
の証拠収集デバイスを、証拠が収集されることになる場所から基準距離内における検知テ
クノロジが装備された車両、または作業の証拠を収集するためのセンサを装備した無人飛
翔デバイス（たとえば、ドローン）としてもよい。一例においては、証拠収集デバイスが
、プロセッサ、通信回路、およびカメラを含むことができる。しかしながら、証拠収集デ
バイスが、大気サンプル、水サンプル、またはそのほかの、さらなる研究および／または
分析のためのサンプルを獲得することができるサンプル収集デバイスを装備することもで
きるように、この開示の側面がそれらに限定されることはない。さらに、サーバは、修繕
実施者から完了の通知を受信すると、証拠収集デバイスを展開することができる。
【０１０５】
　動作Ｓ５１４においては、修繕実施者による作業が満足の得られるものであることを確
認すると、環境課税管理ブロックチェーンを実装しているサーバが、多様な乗客から収集
されかつ対応する乗客ＩＤがタグ付けされたＦＣＮＥＩ資産の一部を、その修繕実施者に
移譲する。ＦＣＮＥＩ資産は、環境課税管理ブロックチェーンを介して修繕実施者へ、実
施された訂正行動の作業のための支払いとして移譲することができる。
【０１０６】
　動作Ｓ５１５においては、ＦＣＮＥＩ資産の移譲時に、訂正行動追跡システムを実装し
ているサーバが、環境課税管理ブロックチェーン内におけるＦＣＮＥＩ資産の移動を監視
し、かつＦＣＮＥＩ資産が修繕実施者へ送られるときに乗客レポートまたは通知を生成す
るか、かつ／または証拠収集デバイスまたは証拠収集デバイスによって訂正行動に関係す
る環境改善が取り込まれるか、または記録される。



(26) JP 2021-530034 A 2021.11.4

10

20

30

40

50

【０１０７】
　動作Ｓ５１６においては、訂正行動追跡システムを実装しているサーバが、乗客レポー
トまたは通知を、実施された作業のＦＣＮＥＩ資産にタグ付けされた乗客ＩＤと関連付け
された乗客へ送信する。
【０１０８】
　図６は、この開示の側面に従った、車両による旅行の環境的インパクトに基づいた経路
を選択するための方法を示している。
【０１０９】
　動作Ｓ６０１においては、乗客のコンピューティング・デバイスまたは乗客の車両のコ
ンピューティング構成要素上において乗客の移動経路の決定がなされる。一例においては
、移動経路を、開始場所、行き先、経路の好み（たとえば、景色、最速、最短等）、運賃
計算、環境的インパクト、およびこれらの類に基づいて決定することができる。この開示
の側面によれば、乗客に、利用可能な経路および各経路の対応する環境的インパクトのリ
ストを提示することができる。
【０１１０】
　動作Ｓ６０２においては、特定の移動経路の決定時に、その特定の経路に沿う多様なラ
ンドマークの存在を決定することができる。たとえば、ランドマークは、有名な建造物、
像、公園、ショップ、史跡、およびこれらの類を含むことができる。
【０１１１】
　動作Ｓ６０３においては、移動の日付および場所について環境的インパクト・レートを
計算することができる。一例においては、環境的インパクト・レートが、環境的ダメージ
の量（たとえば、大気質、構造的劣化、建造物外面の変色等）と車両排出ガスの間の相関
を決定することができる。この開示の側面によれば、大気質等の特定の環境的ダメージは
、車両排出ガスによって直接もたらされることがあり、そのほかの環境的ダメージ（たと
えば、酸性雨）は、車両排出ガスによって間接的にもたらされることがある。環境的イン
パクト・レートは、環境的インパクト・レートを反映しているコンピュータ・モデルをス
トアするサーバから取得することができる。環境的インパクト・レートを反映しているコ
ンピュータ・モデルは、現在の環境状態（たとえば、大気質のレベル、天候状態、特別な
イベント等）の観点から調整することができる。さらに、車両使用と環境的インパクトの
間における相関関係を示すコンピュータ・モデルは、マシン学習および／または人工知能
を介して間欠的に、またはリアルタイムで更新することができる。たとえば、時間に関し
て環境状態が変化するとき、特定レベルの環境的ダメージを生じさせる大気汚染の量が変
化し得る。
【０１１２】
　動作Ｓ６０４においては、特定の移動経路のための旅行属性が決定される。旅行属性は
、乗客によってとられたか、または計画された旅行に関係する情報を参照することができ
る。一例においては、経路計算および交通状態に基づいて決定することができる、予期さ
れる／実際の移動の速度等の特定の旅行属性の観点から、環境的インパクトを修正するこ
とができる。
【０１１３】
　動作Ｓ６０５においては、車両属性が取得される。一例においては、車両属性が、限定
ではないが、重量、製造／モデル、エンジン・サイズ、エンジン・タイプ、燃料タイプ、
およびそのほかの属性を含むことができる。車両属性のうちの１つまたは複数は、環境へ
の修正インパクトを有することがある。たとえば、高い二酸化炭素排出を伴うガソリンか
ら動力を得る車両は、最小限の二酸化炭素排出を伴うハイブリッド乗客用車両より、大気
質に対してより大きなダメージを生じさせる可能性がある。さらに、より燃料効率が低い
、より大きいエンジン・サイズを伴った車両は、大気に対して、より高いレベルの二酸化
炭素およびそのほかの有害な排出ガスを放出する可能性がある。
【０１１４】
　動作Ｓ６０６においては、取得された環境的インパクト・レートが、取得された車両属
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性および決定された旅行属性を反映するべく修正され、特定の経路を移動するためのパー
ソナル化された、または合目的的な環境的インパクト・レートを提供する。
【０１１５】
　動作Ｓ６０７においては、選択された車両のための特定の経路上における移動に予期さ
れる環境的インパクトが決定される。一例においては、予期される環境的インパクトを、
全般的な大気質をはじめ、特定の移動経路上に存在する１つまたは複数のランドマークへ
の具体的なインパクトのために決定することができる。
【０１１６】
　動作Ｓ６０８においては、提示された予期される環境的インパクトに基づいた経路選択
を修正するオプションが提供される。
【０１１７】
　この開示の多様な側面が、自動車またはそのほかの、自動二輪車、バス、サービス車両
、配達車両、緊急車両、およびこれらの類といった原動機付きの車両に関して記述されて
いるが、ドローン等の飛行デバイスも含むことができるように、この開示がそれらに限定
されることはない。
【０１１８】
　コンピュータ可読媒体は、単一の媒体として示されているが、この用語『コンピュータ
可読媒体』は、集中型または分散型のデータベース等の単一の媒体または複数の媒体、お
よび／または１または複数セットのインストラクションをストアしている関連付けされた
キャッシュおよびサーバを含む。用語『コンピュータ可読媒体』は、また、プロセッサに
よる実行のため、または、コンピュータ・システムに、この中に開示されている方法また
は動作のうちの任意の１つまたは複数を実施させるインストラクションのセットをストア
し、エンコードし、または担持する能力のある任意の媒体も含むものとする。
【０１１９】
　特定の非限定的かつ例示的な実施態様においては、コンピュータ可読媒体に、メモリ・
カードまたはそのほかの、１つまたは複数の不揮発性読出し専用メモリを収容するパッケ
ージ等のソリッド・ステート・メモリを含めることが可能である。さらに、コンピュータ
可読媒体を、ランダム・アクセス・メモリまたはそのほかの揮発性再書き込み可能メモリ
とすることが可能である。それに加えて、コンピュータ可読媒体は、ディスク等の光磁気
もしくは光媒体、またはテープ、またはそのほかの、伝送媒体経由で通信される信号等の
搬送波信号を取り込むストレージ・デバイスを含むことが可能である。したがって、この
開示は、データまたはインストラクションをストアすることができる任意のコンピュータ
可読媒体またはそのほかの均等物および後継の媒体を含むと見做される。
【０１２０】
　この明細書は、特定の実施態様において実装され得る構成要素および機能を、特定の標
準およびプロトコルを参照して記述しているが、開示がその種の標準およびプロトコルに
限定されることはない。
【０１２１】
　この中で述べられている実施態様の例解は、多様な実施態様の構造の概括的な理解を提
供することが意図されている。これらの例解に、この中に述べられている開示の要素およ
び特徴のすべての完全な記述としての働きを提供することは意図されていない。この開示
を検討すれば、このほかの多くの実施態様がこの分野における当業者に明らかになるであ
ろう。この開示の範囲からの逸脱を伴うことなく、構造的および論理的な代用および変更
がなされ得るというように、この開示からこのほかの実施態様を利用し、導出することは
できる。それに加えて、これらの例解は、単なる表現的なものであり、縮尺に忠実に描か
れているわけではない。図中においては、特定の比率が誇張されることがあり、その一方
、そのほかの比率が極小化されることがある。したがって、この開示および図面は、限定
ではなく、むしろ例証的なものとして考えられるものとする。
【０１２２】
　この開示の１つまたは複数の実施態様は、個別に、および／または集合的に、単に便宜
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上、かつこの出願の範囲をいずれかの特定の発明または発明概念に対して自発的に限定す
る意図ではなく、ここでは『発明』という用語を用いて呼ぶことができる。それに加えて
、具体的な実施態様がこの中で例解され、かつ説明されてきたが、同一または類似の目的
を達成するべく設計される、この後の任意のアレンジメントが、示されている具体的な実
施態様のために代用され得ることは認識されるものとする。この開示には、多様な実施態
様の、この後のあらゆるすべての適応または変形を保護することが意図されている。上記
の実施態様の組み合わせ、およびこの中で具体的に記述していないそのほかの実施態様は
、この記述を検討したときにこの分野における当業者には明らかなものとなるであろう。
【０１２３】
　上で述べたとおり、この開示の側面によれば、車両によって生じた環境的インパクトを
識別し、かつその環境的インパクトを追跡するための方法が提供される。この方法は、車
両の受信機によって、乗客のモバイル・デバイスから、輸送の要求を受信することと、車
両のセンサによって、現在の環境状態の環境データを取得することと、車両のプロセッサ
によって、その車両の車両属性を取得することと、車両の送信機によって、ネットワーク
経由でサーバへ、輸送の要求の情報、環境データ、および車両属性を送信することと、サ
ーバによって、輸送の要求に対応する旅行の旅行属性を決定することと、サーバによって
、環境データ、車両属性、および旅行属性に基づいて旅行の環境的インパクトを決定する
ことと、サーバによって、環境的インパクトに対応する資産に資産識別子を割り当てるこ
とと、を含む。
【０１２４】
　この開示の別の側面によれば、この方法が、さらに、サーバによって、環境的インパク
トに対応する乗客識別子を割り当てることと、サーバによって、修繕実施者の通信デバイ
スへ、決定済みの環境的インパクトのための訂正行動の要求を送信することと、サーバに
よって、修繕実施者の通信デバイスから、訂正行動を実施する旨の受け入れを受信するこ
とと、サーバによって、訂正行動のための識別子を生成することと、訂正行動のための識
別子、資産識別子、および乗客識別子の間における関係を作成することと、サーバによっ
て、修繕実施者の通信デバイスから、訂正行動の完了の通知を受信することと、を含む。
【０１２５】
　この開示の別の側面によれば、この方法が、さらに、修繕実施者の通信デバイスから、
完了の通知を受信することに応答して、完了の判断材料の収集のために、証拠収集デバイ
スを展開するための信号を送信すること、を含む。
【０１２６】
　この開示のさらに別の側面によれば、証拠収集デバイスが、カメラを含んでいる無人飛
翔デバイスである。
【０１２７】
　この開示のまた別の側面によれば、証拠収集デバイスが、カメラを含んでいる無人地上
車両である。
【０１２８】
　この開示の別の側面によれば、環境データが、大気質、天候状態、建造物外面の色の状
態、または道路状態のうちの少なくとも１つを含む。
【０１２９】
　この開示の別の側面によれば、車両属性が、重量、エンジン・サイズ、エンジン・タイ
プ、または燃料タイプのうちの少なくとも１つを含む。
【０１３０】
　この開示のさらに別の側面によれば、旅行属性が、経路タイプ、平均移動速度、移動距
離、または移動の存続期間のうちの少なくとも１つを含む。
【０１３１】
　この開示のまた別の側面によれば、旅行属性が、さらに、旅行のための移動経路上のラ
ンドマークの識別を含む。
【０１３２】
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　この開示のさらなる側面によれば、修繕実施者の通信デバイスから訂正行動の完了の通
知が受信されるとき、環境的インパクトに対応する資産を修繕実施者へ移譲し、その環境
的インパクトに対応する資産の修繕実施者への移譲を、資産識別子、訂正行動のための識
別子、および乗客識別子に関して追跡する。
【０１３３】
　この開示の別の側面によれば、この方法が、さらに、サーバによって、乗客のモバイル
・デバイスへ、乗客識別子に対応する実施された訂正行動の完了の通知を送信すること、
を含む。
【０１３４】
　この開示の別の側面によれば、車両のセンサが、レーダ／ライダ、カメラ、ＧＰＳセン
サ、速度センサ、および大気質モニタのうちの少なくとも１つを含む。
【０１３５】
　この開示のさらに別の側面によれば、この方法が、さらに、車両のプロセッサによって
、乗客の移動経路を決定することと、車両のプロセッサによって、その移動経路上の１つ
または複数のランドマークの存在を決定することと、車両のディスプレイ上に、移動経路
上の１つまたは複数のランドマークのそれぞれについての環境的インパクトを表示するこ
とと、を含む。
【０１３６】
　この開示のまた別の側面によれば、この方法が、さらに、乗客のモバイル・デバイスの
プロセッサによって、その乗客の移動経路を決定することと、モバイル・デバイスのプロ
セッサによって、その移動経路上の１つまたは複数のランドマークの存在を決定すること
と、モバイル・デバイスのディスプレイ上に、移動経路上の１つまたは複数のランドマー
クのそれぞれについての環境的インパクトを表示することと、を含む。
【０１３７】
　この開示の別の側面によれば、さらに、サーバから、環境的インパクト・レートを取得
することと、サーバによって、その環境的インパクト・レートを、環境データ、車両属性
、および旅行属性に基づいて、乗客による旅行に対応する合目的的な環境的インパクト・
レートを生成するために修正することと、を含む。
【０１３８】
　この開示の別の側面によれば、旅行の環境的インパクトが、環境的インパクト・レート
に基づいて決定される。
【０１３９】
　この開示のさらに別の側面によれば、環境的インパクトに対応する資産の移譲の追跡が
、ブロックチェーンを使用して実施される。
【０１４０】
　この開示のまた別の側面によれば、車両が車両フリートのメンバである。
【０１４１】
　この開示の別の側面によれば、この方法が、さらに、旅行の日にスケジュールされてい
る特別なイベントの存在を決定すること、を含む。
【０１４２】
　この開示の別の側面によれば、特別なイベントの存在が旅行の日にスケジュールされて
いると決定されるとき、その旅行の環境的インパクトがより高く調整される。
【０１４３】
　この開示の別の側面によれば、非一過性のコンピュータ可読ストレージ媒体がコンピュ
ータ・プログラムをストアしており、当該コンピュータ・プログラムは、プロセッサによ
る実行時に、車両によって生じた環境的インパクトを識別し、かつその環境的インパクト
を追跡するためのプロセスをコンピュータ装置に実施させる。そのプロセスは、車両の受
信機によって、乗客のモバイル・デバイスから、輸送の要求を受信することと、車両のセ
ンサによって、現在の環境状態の環境データを取得することと、車両のプロセッサによっ
て、その車両の車両属性を取得することと、車両の送信機によって、ネットワーク経由で
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よって、輸送の要求に対応する旅行の旅行属性を決定することと、サーバによって、環境
データ、車両属性、および旅行属性に基づいて旅行の環境的インパクトを決定することと
、サーバによって、環境的インパクトに対応する資産に資産識別子を割り当てることと、
を含む。
【０１４４】
　この開示のさらに別の側面によれば、車両によって生じた環境的インパクトを識別し、
かつその環境的インパクトを追跡するためのコンピュータ装置が提供される。そのコンピ
ュータ装置は、インストラクションをストアしているメモリと、それらのインストラクシ
ョンを実行するプロセッサと、を含み、それにおいて、インストラクションは、それがプ
ロセッサによって実行されたとき、動作のセットをプロセッサに実施させる。その動作の
セットは、車両の受信機によって、乗客のモバイル・デバイスから、輸送の要求を受信す
ることと、車両のセンサによって、現在の環境状態の環境データを取得することと、車両
のプロセッサによって、その車両の車両属性を取得することと、車両の送信機によって、
ネットワーク経由でサーバへ、輸送の要求の情報、環境データ、および車両属性を送信す
ることと、サーバによって、輸送の要求に対応する旅行の旅行属性を決定することと、サ
ーバによって、環境データ、車両属性、および旅行属性に基づいて旅行の環境的インパク
トを決定することと、サーバによって、環境的インパクトに対応する資産に資産識別子を
割り当てることと、を含む。
【０１４５】
　開示の要約は、それが特許請求の範囲または意味であるとの解釈または限定に使用され
ることがないとの理解の下に提出される。それに加えて、以上の詳細な説明において、開
示を合理化する目的のために多様な特徴がまとめてグループ化されること、または単一の
実施態様内において記述されることがある。この開示は、請求されている実施態様が、各
請求項の中において明示的に列挙されているよりも多くの特徴を必要とする意図を反映し
ているとして解釈されないものとする。むしろ、以下の請求項が反映しているとおり、発
明の要旨は、開示された実施態様のうちのいずれかのすべての特徴より少ないものに指向
されているとすることができる。したがって、以下の請求項は、詳細な説明の中に組み込
まれ、各請求項は、別々に請求されている発明の要旨を定義するものとしてそれ自体で成
立する。
【０１４６】
　開示された実施態様の先行する記述は、この分野における当業者がこの開示を作り、ま
たは使用することを可能にするために提供されている。それ故、上に開示されている発明
の要旨は、限定ではなく、例証的であると見做されるものとし、付随する特許請求の範囲
には、この開示の真の精神ならびに範囲内に含まれるその種のすべての修正、強化、およ
びそのほかの実施態様を保護することが意図されている。したがって、法によって許され
る最大の範囲まで、この開示の範囲が、以下の特許請求の範囲およびそれらの均等のもっ
とも広い許可可能な解釈によって決定されるものとし、以上の詳細な説明によって制限ま
たは限定されるべきではない。
【０１４７】
　この出願は、２０１８年９月２４日に提出された米国仮特許出願第６２／７３５，２３
４号の恩典を主張する。上に識別されている出願のすべての開示は、明細書、図面、およ
び／または特許請求の範囲を含めて、参照によりその全体がこれに援用される。
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